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一　

は
じ
め
に

　

第
二
次
世
界
大
戦
後
、
一
九
四
七
年
の
関
税
及
び
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
（
以
下
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
）
は
、
諸
国
の
輸
入
関
税
率
の
大
幅

な
引
き
下
げ
と
い
う
成
果
を
上
げ
て
き
た
が
、
同
時
に
、
関
税
以
外
の
措
置
の
問
題
性
も
あ
ら
わ
に
し
て
き
た
。
特
に
、
そ
の
代
表
的
手

段
た
る
政
府
の
補
助
金
交
付
は
、
自
国
の
生
産
者
を
競
争
上
優
位
に
立
た
せ
る
場
合
が
あ
り
、
多
く
の
国
際
紛
争
の
火
種
と
な
っ
て
き
た
。

　

こ
こ
に
い
う
「
競
争
優
位
（com

petitive advantage

）」
は
、
理
論
上
、
生
産
者
が
製
品
一
単
位
あ
た
り
を
産
出
す
る
た
め
の
費
用
、

す
な
わ
ち
、
限
界
費
用
が
引
き
下
げ
ら
れ
る
こ
と
で
も
た
ら
さ
れ
る
。
当
該
優
位
を
得
た
生
産
者
は
、
産
出
量
増
加
を
背
景
に
輸
出
を
拡

大
し
た
り
、
低
価
格
で
の
国
際
競
争
を
仕
掛
け
た
り
で
き
る
。
競
争
優
位
が
、
補
助
金
に
よ
る
競
争
歪
曲
の
源
泉
と
さ
れ
る
所
以
で
あ（
1
）る。

　

現
在
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
を
引
き
継
ぐ
世
界
貿
易
機
関
（
以
下
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）
の
補
助
金
及
び
相
殺
措
置
に
関
す
る
協
定
（
以
下
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
）

は
、「
利
益
（benefit

）」
を
補
助
金
の
定
義
に
取
り
入
れ
（
同
協
定
第
一
．
一
条
（
ｂ
））、
競
争
優
位
を
も
た
ら
す
政
府
措
置
の
規
制
に
一

役
買（
2
）う。
こ
れ
に
よ
り
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
、
利
益
を
特
定
企
業
に
与
え
、
貿
易
相
手
国
に
「
悪
影
響
」
を
及
ぼ
す
外
国
政
府
の
市
場
介
入
に

つ
い
て
、
加
盟
国
が
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
紛
争
解
決
手
続
に
訴
え
る
こ
と
を
可
能
に
す（
3
）る。
ま
た
、
同
協
定
は
、
補
助
金
付
き
輸
入
に
よ
る
国
内
産

業
の
「
損
害
」
に
直
面
す
る
輸
入
国
に
対
し
、
輸
出
者
が
得
た
利
益
を
限
度
と
す
る
一
方
的
な
相
殺
関（
4
）税を
課
す
こ
と
を
認
め
、
柔
軟
な

対
処
の
余
地
も
与
え（
5
）る。

　

も
っ
と
も
、
単
に
利
益
を
も
っ
て
補
助
金
と
す
る
考
え
方
に
は
問
題
が
あ
る
。
副
作
用
と
し
て
生
産
者
に
競
争
優
位
を
も
た
ら
す
政
府

の
規
制
で
す
ら
、
補
助
金
と
扱
わ
れ
て
し
ま
う
か
ら
だ
。
例
え
ば
、
各
国
は
本
来
、
固
有
の
事
情
に
応
じ
て
国
際
標
準
の
な
い
環
境
基
準

や
労
働
基
準
を
柔
軟
に
設
定
す
る
自
由
を
も
つ
。
だ
が
、
自
国
企
業
の
費
用
負
担
を
軽
減
し
、
競
争
優
位
を
も
た
ら
す
、
と
い
う
観
点
の

み
で
評
価
さ
れ
れ
ば
、
そ
れ
ら
も
補
助
金
と
し
て
扱
わ
れ
て
し
ま
う
で
あ
ろ（
6
）う。
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そ
こ
で
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
．
一
条
（
ａ
）（
１
）
は
、
規
律
対
象
の
措
置
の
範
囲
を
絞
り
こ
む
べ
く
、「
政
府
又
は
公
的
機
関 

（a governm
ent or any public body

）」
が
「
資
金
面
で
貢
献
し
て
い
る
こ
と
（financial contribution

）」（
以
下
、
資
金
的
貢
献
）
を
利
益
と

は
別
に
要
件
化
す
る
。
具
体
的
に
同
条
は
、（
ⅰ
）
資
金
の
直
接
的
な
移
転
（
の
可
能
性
を
含
む
）
や
債
務
を
伴
う
措
置
、（
ⅱ
）
税
優
遇
、

（
ⅲ
）
現
物
で
の
支
援
、（
ⅳ
）
政
府
の
「
委
託
」
又
は
「
指
示
」
に
基
づ
く
民
間
団
体
に
よ
る
代
行
を
規
定
し
、「
経
済
的
価
値
の
移

転（
7
）」

と
い
う
本
質
を
も
つ
行
為
類
型
を
明
確
に
し
て
い
る
。

　

資
金
的
貢
献
要
件
の
意
義
は
、
第
一
に
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
目
的
に
適
う
。
紛
争
解
決
手
続
で
二
審
を
担
う
上
級
委
員
会
（
以
下
、
上
級

委
）
に
よ
れ
ば
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
目
的
は
、
補
助
金
規
律
の
増
進
と
、
特
に
相
殺
関
税
に
よ
る
救
済
の
濫
用
防
止
、
と
い
う
利
害
間
の

「
微
妙
な
バ
ラ
ン
ス
」
の
反
映
に
あ（
8
）る。
輸
入
国
の
調
査
当
局
（
以
下
、
調
査
当
局
）
が
決
定
す
る
相
殺
関
税
賦
課
の
要
件
は
、
外
国
の
補

助
金
（
第
一
条
）、
そ
の
交
付
の
特
定
性
（
第
二
条
）、
国
内
産
業
の
損
害
（
第
一
五
条
）
と
複
数
あ
る
が
、
資
金
的
貢
献
は
、
そ
の
濫
発
を

防
ぐ
第
一
関
門
と
し
て
協
定
目
的
に
寄
与
す
る
。

　

第
二
に
、
資
金
的
貢
献
要
件
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
に
対
す
る
現
代
的
要
請
に
も
応
え
る
も
の
と
な
る
。
政
府
介
入
に
よ
っ
て
、
市
場
原
理

の
下
で
は
資
金
が
投
下
さ
れ
に
く
い
環
境
分
野
へ
の
投
資
が
活
性
化
す
る
等
、
補
助
金
が
厚
生
に
与
え
る
正
の
影
響
も
計
り
知
れ
な
い
。

か
か
る
状
況
に
お
い
て
は
、
生
産
者
の
競
争
上
の
利
害
に
傾
斜
す
る
こ
と
な
く
、
政
府
介
入
の
正
負
の
影
響
双
方
を
適
切
に
評
価
し
う
る

包
括
的
な
「
厚
生
基
準
」
確
立
は
重
要
命
題
と
な（
9
）る。

こ
こ
で
も
、
競
争
優
位
の
み
で
補
助
金
を
捉
え
る
過
剰
規
律
に
対
す
る
「
歯
止

め
」
へ
の
期
待
は
大
き
い
、
と
い
え
よ
う
。

　

格
差
拡
大
や
気
候
変
動
等
へ
の
問
題
意
識
か
ら
市
場
原
理
の
徹
底
が
疑
問
視
さ
れ
る
今
、
貿
易
自
由
化
へ
の
反
対
勢
力
は
、
伝
統
的
な

輸
入
競
争
産
業
に
加
え
一
般
市
民
に
も
広
が
る
。
右
の
見
地
か
ら
正
当
な
政
府
介
入
を
求
め
る
立
場
を
軽
視
す
れ
ば
、
貿
易
自
由
化
へ
の

警
戒
心
は
増
幅
し
か
ね
な
）
₁₀
（

い
。
ゆ
え
に
、
多
角
的
貿
易
体
制
と
い
う
大
枠
の
中
で
も
、
資
金
的
貢
献
要
件
の
存
在
は
重
要
と
な
る
。

　

し
か
し
、
こ
の
要
件
に
も
課
題
は
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
上
明
記
さ
れ
て
い
な
い
措
置
の
効
果
に
着
目
し
、
そ
れ
を
ど
う
に
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か
し
て
資
金
的
貢
献
と
扱
お
う
と
い
う
利
害
が
存
在
し
て
き
た
か
ら
だ
。

　

右
の
利
害
は
典
型
的
に
は
、
原
材
料
の
輸
出
制
）
₁₁
（

限
と
の
関
係
で
顕
在
化
し
て
き
）
₁₂
（

た
。
詳
細
は
本
論
に
譲
る
も
の
の
、
米
国
輸
出
制
限
事

件
パ
ネ
ル
は
、
輸
出
者
に
「
競
争
優
位
」
を
も
た
ら
す
原
材
料
の
輸
出
制
限
を
「
委
託
」
又
は
「
指
示
」
の
形
の
資
金
的
貢
献
と
扱
っ
て

相
殺
対
象
と
す
る
解
釈
を
一
応
否
定
し
）
₁₃
（
た
。
だ
が
、
米
国
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
ｓ
事
件
上
級
委
が
同
文
言
に
つ
き
、
前
者
と
異
な
る
解
釈
を
示
し
た

こ
と
）
₁₄
（

で
、
問
題
の
再
燃
が
懸
念
さ
れ
始
め
）
₁₅
（

た
。
ま
た
近
時
、
欧
州
連
合
（
以
下
、
Ｅ
Ｕ
）
バ
イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル
事
件
上
級
委
が
、
相
殺
関

税
同
様
に
一
方
的
な
ア
ン
チ
ダ
ン
ピ
ン
グ
（
以
下
、
Ａ
Ｄ
）
税
の
代
用
と
い
う
問
題
に
対
峙
し
た
た
）
₁₆
（
め
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
法
の
「
一
貫
性
」
を
問

う
必
要
性
が
高
ま
っ
て
い
）
₁₇
（

る
。

　

さ
ら
に
、
昨
今
、
国
有
企
業
の
創
出
す
る
競
争
優
位
に
対
す
る
新
た
な
規
律
が
自
由
貿
易
協
定
（
以
下
、
Ｆ
Ｔ
）
₁₈
（
Ａ
）
に
登
場
し
、
注
目

を
集
め
て
い
る
が
、
そ
の
多
角
化
に
も
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国
の
企
業
が
得
る
利
益
す
べ
て
を
規
律
対
象
に
は
し
な
い
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
へ
の
逆
行
、

と
い
う
懸
念
が
つ
き
ま
と
う
。

　

そ
こ
で
本
稿
で
は
、
次
章
で
原
材
料
の
輸
出
制
限
の
論
点
を
詳
ら
か
に
し
、
第
三
及
び
第
四
章
で
こ
れ
に
関
連
す
る
右
の
パ
ネ
ル
・
上

級
委
判
断
を
中
心
に
分
析
す
る
こ
と
で
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
補
助
金
規
律
に
お
け
る
資
金
的
貢
献
要
件
の
課
題
を
よ
り
鮮
明
に
す
る
こ
と
を
試
み
る
。

ま
た
、
先
述
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
現
状
を
念
頭
に
、
新
規
律
の
あ
る
べ
き
姿
を
展
望
す
る
こ
と
も
視
野
に
入
れ
る
。
尚
、
資
金
的
貢
献
要
件
の
課

題
は
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
、
な
い
し
は
多
角
的
貿
易
体
制
の
行
方
を
も
左
右
す
る
、
と
思
わ
れ
る
と
こ
ろ
、
本
稿
で
は
、
こ
の
点
を
論
ず
る
た
め

の
手
が
か
り
を
得
る
こ
と
も
意
識
し
た
い
。
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二　

問
題
状
況
の
整
理

㈠　

輸
出
者
に
「
競
争
優
位
」
を
も
た
ら
す
原
材
料
の
輸
出
制
限

　

輸
出
制
限
と
は
、
端
的
に
い
え
ば
、
あ
る
産
品
の
国
外
流
出
を
妨
げ
る
国
家
の
規
制
措
置
で
あ
る
。
そ
し
て
、
そ
の
手
段
は
、
輸
出
数

量
制
）
₁₉
（
限
と
輸
出
税
に
大
別
さ
れ
）
₂₀
（
る
。

　

国
家
が
輸
出
を
制
限
す
る
動
機
は
さ
ま
ざ
ま
だ
）
₂₁
（

が
、
あ
ら
ゆ
る
目
的
で
行
わ
れ
る
輸
出
制
限
が
、
本
稿
と
関
係
す
る
わ
け
で
は
な
い
。

外
国
企
業
に
損
害
を
与
え
る
機
会
と
な
る
輸
出
の
制
限
を
、
補
助
金
と
連
想
す
る
の
は
難
し
い
か
ら
だ
。
問
題
と
な
る
の
は
、
川
下
の
産

業
に
影
響
を
及
ぼ
す
目
的
で
と
ら
れ
る
、
あ
る
い
は
、
そ
う
し
た
効
果
を
伴
う
輸
出
制
限
で
あ
る
。

　

例
え
ば
、
Ａ
国
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
川
上
に
い
る
原
材
料
生
産
者
が
輸
出
制
限
を
受
け
る
場
面
を
想
定
し
て
み
よ
う
。
Ａ
国
で
は
、

国
外
流
出
を
制
限
さ
れ
た
原
材
料
の
供
給
が
増
え
、
当
該
原
材
料
の
価
格
が
引
き
下
げ
ら
れ
る
。
そ
の
結
果
、
川
下
に
い
る
生
産
者
は
、

低
価
格
で
原
材
料
を
得
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
。
こ
れ
は
、
先
述
の
「
競
争
優
位
」
が
創
出
さ
れ
る
状
況
で
あ
）
₂₂
（

る
。

　

右
の
効
果
を
も
つ
輸
出
制
限
に
は
、
し
ば
し
ば
、
よ
り
高
付
加
価
値
な
産
品
を
生
産
す
る
産
業
を
確
立
し
、
そ
の
国
際
競
争
力
を
高
め

た
い
、
と
の
政
策
的
考
慮
が
働
く
。
例
え
ば
、
二
〇
一
〇
年
代
初
頭
に
問
題
に
な
っ
た
中
国
に
よ
る
レ
ア
ア
ー
ス
の
輸
出
制
限
に
も
、
当

該
原
材
料
を
用
い
た
高
性
能
電
子
機
器
等
を
製
造
す
る
自
国
産
業
の
育
成
政
策
が
反
映
さ
れ
て
い
）
₂₃
（

た
。
こ
の
よ
う
に
、
輸
出
制
限
は
、
サ

プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
下
流
に
い
る
企
業
に
対
す
る
産
業
政
策
と
し
て
も
機
能
す
）
₂₄
（
る
。

㈡　

輸
出
制
限
と
相
殺
関
税
／
ア
ン
チ
ダ
ン
ピ
ン
グ
税

　

輸
出
数
量
制
限
に
対
し
て
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
一
条
の
適
用
が
あ
る
。
こ
れ
が
「
有
限
天
然
資
源
の
保
存
に
関
す
る
措
置
」
と
し
て
例
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外
条
項
の
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
二
〇
条
（
ｇ
）
で
正
当
化
さ
れ
る
余
地
は
あ
る
が
、
先
例
上
、
正
当
化
に
は
、
国
内
の
需
要
者
に
対
す
る
制
限
も

求
め
ら
れ
）
₂₅
（

る
。
産
業
政
策
目
的
で
の
輸
出
数
量
制
限
は
、
協
定
違
反
を
免
れ
な
い
で
あ
ろ
）
₂₆
（

う
。

　

他
方
、
輸
出
税
に
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
一
条
は
適
用
さ
れ
な
い
。
貿
易
交
渉
で
は
輸
出
機
会
確
保
が
意
識
さ
れ
、
輸
入
機
会
確
保
を
目
的
と

す
る
輸
出
税
削
減
へ
の
関
心
度
が
あ
ま
り
高
く
な
か
っ
た
た
め
で
あ
ろ
）
₂₇
（
う
。
一
部
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
交
渉
で
輸
出
税
関
連
の
義
務
を
負
っ
た

国
や
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
設
立
後
の
加
盟
交
渉
で
同
種
の
約
束
を
し
た
国
も
あ
る
が
、
そ
の
他
の
加
盟
国
は
、
基
本
的
に
輸
出
税
を
自
由
に
課
せ
）
₂₈
（

る
。

　

規
律
の
範
囲
の
み
な
ら
ず
、
義
務
の
履
行
確
保
に
も
課
題
は
あ
る
。
数
量
制
限
に
限
ら
ず
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
法
に
反
す
る
措
置
を
と
っ
た
国
は
、

極
端
な
話
、
パ
ネ
ル
・
上
級
委
か
ら
勧
告
を
受
け
、
さ
ら
に
、
実
施
の
た
め
の
期
間
が
経
過
す
る
ま
で
の
間
、
問
題
の
措
置
を
維
持
で
き

て
し
ま
う
。
こ
れ
は
、
パ
ネ
ル
・
上
級
委
の
勧
告
が
、
違
反
措
置
の
是
正
に
関
す
る
も
の
で
あ
っ
）
₂₉
（
て
、
不
履
行
の
影
響
を
受
け
る
国
の
経

済
的
損
失
を
補
塡
さ
せ
る
も
の
で
は
な
い
た
め
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国
は
、
貿
易
相
手
国
の
利
益
を
犠
牲
に
し
て
一
時
的

な
協
定
違
反
に
及
ぶ
こ
と
が
で
き
）
₃₀
（
る
。

　

ま
た
、
輸
出
制
限
に
対
す
る
規
律
と
国
家
の
利
害
の
間
に
は
、
ず
れ
も
生
じ
う
る
。
あ
る
国
の
産
業
は
、
原
材
料
の
輸
出
制
限
の
影
響

で
「
競
争
優
位
」
を
得
た
外
国
の
生
産
者
か
ら
の
輸
入
圧
力
を
受
け
、
損
害
を
被
る
か
も
し
れ
な
い
。
輸
出
制
限
が
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
／
Ｗ
Ｔ
Ｏ

法
に
反
す
る
、
と
い
う
主
張
は
、
こ
の
損
害
の
根
元
に
対
処
す
る
こ
と
と
な
る
。
し
か
し
、
国
内
産
業
が
外
国
か
ら
の
原
材
料
調
達
に
あ

ま
り
関
心
を
も
た
ず
、
よ
り
直
接
的
に
競
争
条
件
の
歪
曲
を
正
す
よ
う
な
救
済
を
望
む
こ
と
も
あ
ろ
う
。

　

こ
う
し
た
特
定
国
か
ら
の
輸
入
に
対
処
す
る
貿
易
救
済
措
置
と
し
て
は
、
相
殺
関
税
と
Ａ
Ｄ
税
が
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
／
Ｗ
Ｔ
Ｏ
法
上
、
認
め
ら

れ
て
い
）
₃₁
（

る
。
既
述
の
通
り
、
い
ず
れ
の
手
段
も
一
方
的
な
措
置
と
し
て
の
性
質
を
有
し
、
紛
争
解
決
手
続
を
通
じ
た
救
済
と
は
区
別
さ
れ

る
。
す
な
わ
ち
、
輸
入
国
は
、
右
の
手
段
に
訴
え
る
こ
と
で
、
輸
出
制
限
に
対
す
る
規
律
の
不
十
分
さ
や
紛
争
解
決
手
続
の
長
期
化
を
気

に
せ
ず
、
国
内
産
業
の
救
済
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

　

も
っ
と
も
、
輸
出
制
限
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
中
で
明
記
さ
れ
た
政
府
措
置
で
は
な
く
、
当
然
に
は
、
相
殺
対
象
の
補
助
金
を
構
成
し
な
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い
。
前
章
で
も
述
べ
た
通
り
、
原
材
料
の
輸
出
制
限
を
補
助
金
と
扱
い
、
安
易
に
相
殺
し
よ
う
と
い
う
試
み
は
、
資
金
的
貢
献
要
件
の
意

義
を
損
な
う
も
の
と
し
て
捉
え
ら
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
目
的
を
Ａ
Ｄ
税
で
果
た
そ
う
と
い
う
取
り
組
み
も
、
同
様
で
あ
る
。

　

そ
こ
で
以
下
よ
り
、
両
手
段
に
対
す
る
法
的
規
律
の
検
討
に
移
る
。
ま
ず
は
、
こ
の
問
題
を
正
面
か
ら
論
じ
た
米
国
輸
出
制
限
事
件
の

パ
ネ
ル
判
断
を
扱
い
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
補
助
金
規
律
の
考
察
の
端
緒
と
す
る
。

三　

Ｗ
Ｔ
Ｏ
補
助
金
規
律
に
お
け
る
資
金
的
貢
献
要
件
と
輸
出
制
限

㈠　

米
国
輸
出
制
限
事
件

1　

経　

緯

　

Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
は
、
補
助
金
を
明
確
に
定
義
し
て
い
な
か
っ
）
₃₂
（

た
。
そ
こ
で
米
国
は
、
自
国
の
相
殺
関
税
法
上
、
輸
出
者
が
得
る
「
利
益
」
に

着
目
し
て
補
助
金
を
捉
え
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
利
益
を
も
た
ら
す
「
あ
ら
ゆ
る
政
府
の
行
動
」
が
相
殺
対
象
で
あ
っ
）
₃₃
（

た
。
原
材
料
の
輸

出
制
限
が
補
助
金
で
あ
る
、
と
さ
れ
る
例
も
、
調
査
当
局
で
あ
る
米
国
の
商
務
省
（
以
下
、
米
商
務
省
）
の
実
務
上
存
在
し
）
₃₄
（
た
。

　

し
か
し
、
一
九
八
六
年
か
ら
一
九
九
四
年
に
か
け
て
の
ウ
ル
グ
ア
イ
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
を
経
て
発
効
し
た
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
で
は
、
利
益
だ
け

で
な
く
、
政
府
又
は
公
的
機
関
が
「
資
金
面
で
貢
献
し
て
い
る
こ
と
」
も
補
助
金
の
定
義
に
加
え
ら
れ
た
。
こ
れ
は
、
米
国
に
抗
う
他
の

締
約
国
ら
が
、
正
当
な
政
府
の
政
策
手
段
を
補
助
金
規
律
の
対
象
外
と
す
る
目
的
の
下
、
資
金
的
貢
献
の
要
件
化
を
有
効
に
提
案
し
た
た

め
で
あ
っ
）
₃₅
（
た
。
以
後
、
輸
出
制
限
を
補
助
金
と
捉
え
る
米
国
の
姿
勢
は
改
ま
る
か
に
思
わ
れ
）
₃₆
（
た
。

　

と
こ
ろ
が
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
．
一
条
（
ａ
）（
１
）（
ⅳ
）
の
存
在
は
、
そ
の
足
か
せ
と
な
っ
た
。
同
条
項
は
、
政
府
が
「
委
託

（entrust

）」
又
は
「
指
示
（direct

）」
し
て
（
ⅰ
）
か
ら
（
ⅲ
）
の
措
置
を
「
民
間
団
体
」
に
「
遂
行
」
さ
せ
る
こ
と
も
資
金
的
貢
献
と
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す
）
₃₇
（
る
。
米
国
は
、
こ
の
「
委
託
」
又
は
「
指
示
」
に
よ
る
（
ⅲ
）
の
「
物
品
」
の
「
提
供
」
と
、
輸
出
を
制
限
さ
れ
た
生
産
者
に
よ
る
輸

出
国
内
で
の
原
材
料
供
給
を
「
機
能
的
に
同
じ
」
と
み
て
、
従
来
の
扱
い
は
可
能
、
と
解
釈
し
）
₃₈
（

た
。

　

こ
れ
に
対
し
、
カ
ナ
ダ
は
、
米
国
の
法
令
等
が
右
の
解
釈
を
義
務
付
け
て
お
り
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
．
一
条
に
反
す
る
、
と
主
張
し
て

申
立
に
及
ん
）
₃₉
（
だ
。

2　

パ
ネ
ル
判
断

　

以
下
で
は
、
本
稿
の
関
心
に
照
ら
し
、
輸
出
制
限
の
資
金
的
貢
献
要
件
該
当
性
の
議
論
に
焦
点
を
絞
っ
て
パ
ネ
ル
判
断
を
整
理
し
て
い

く
）
₄₀
（

。

　

ま
ず
、
パ
ネ
ル
は
、
米
国
が
政
府
措
置
の
「
効
果
」
で
補
助
金
を
捉
え
て
い
る
、
と
理
解
し
た
。
そ
し
て
、
米
国
の
解
釈
に
基
づ
く
と
、

利
益
の
存
在
だ
け
で
補
助
金
が
認
定
さ
れ
、
資
金
的
貢
献
要
件
が
無
意
味
に
な
る
、
と
述
べ
て
こ
れ
を
否
定
し
た
。
ま
た
、
パ
ネ
ル
は
起

草
経
緯
に
も
着
目
し
、
そ
こ
か
ら
、
補
助
金
規
律
の
対
象
の
政
府
措
置
を
絞
り
込
む
、
と
い
う
資
金
的
貢
献
要
件
の
意
義
、（
ⅳ
）
が
迂

回
防
止
規
定
で
あ
る
点
を
見
出
し
た
。
そ
の
上
で
パ
ネ
ル
は
、（
ⅳ
）
が
、
資
金
的
貢
献
に
該
当
す
る
直
接
的
な
政
府
の
関
与
の
幅
を
広

げ
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
を
導
き
、
自
ら
の
理
解
を
支
え
る
材
料
と
し
）
₄₁
（

た
。

　

最
終
的
に
、
パ
ネ
ル
は
、
輸
出
制
限
と
い
う
措
置
の
外
形
か
ら
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
．
一
条
（
ａ
）（
１
）（
ⅳ
）
に
い
う
政
府
の
「
委

託
」
又
は
「
指
示
」
を
認
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
、
と
し
）
₄₂
（

た
。

　

当
該
判
断
は
米
国
の
上
訴
を
受
け
な
か
っ
た
た
め
、
上
級
委
の
検
討
を
受
け
な
い
ま
ま
採
択
さ
れ
た
。
本
件
後
も
、
右
の
論
点
を
正
面

か
ら
扱
う
上
級
委
報
告
は
出
て
い
な
い
た
め
、
輸
出
制
限
の
資
金
的
貢
献
該
当
性
を
予
断
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

　

尚
、
パ
ネ
ル
は
、
委
託
が
「
委
任
（delegation

）」、
指
示
が
「
指
揮
（com

m
and

）」
を
意
味
す
る
と
し
、
ま
た
、
そ
れ
ら
を
、
特
定

の
団
体
向
け
に
特
定
の
任
務
を
目
的
と
し
て
示
す
「
明
示
的
か
つ
積
極
的
な
行
為
（an explicit and affirm

ative action

）」
と
位
置
付
け
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た
）
₄₃
（

。
し
か
し
、
こ
の
解
釈
は
後
に
、
米
国
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
ｓ
事
件
上
級
委
に
よ
り
変
更
さ
れ
た
。
同
事
件
で
は
輸
出
制
限
が
素
材
と
な
っ
た
わ

け
で
は
な
い
が
、
そ
こ
で
の
解
釈
が
資
金
的
貢
献
要
件
に
与
え
る
影
響
に
鑑
み
、
議
論
の
対
象
と
す
る
。

㈡　
「
委
託
」
又
は
「
指
示
」
の
解
釈
の
展
開

1　

米
国
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
ｓ
事
件

　

本
件
で
問
題
と
な
っ
た
韓
国
産
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
（
半
導
体
記
憶
素
子
の
一
種
）
輸
入
に
対
す
る
相
殺
関
税
調
査
で
、
米
商
務
省
は
、
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ

メ
ー
カ
ー
救
済
の
た
め
に
韓
国
政
府
が
委
託
・
指
示
し
、
民
間
金
融
機
関
に
資
金
的
貢
献
を
さ
せ
た
、
と
認
定
し
た
。
こ
の
認
定
は
、
韓

国
政
府
の
関
与
を
示
す
間
接
証
拠
の
総
合
評
価
に
支
え
ら
れ
て
い
た
。
そ
こ
で
、
韓
国
は
、
委
託
又
は
指
示
が
「
明
示
的
」
で
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
と
解
釈
し
、
米
国
の
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
．
一
条
（
ａ
）（
１
）（
ⅳ
）
違
反
を
主
張
し
）
₄₄
（

た
。

　

パ
ネ
ル
は
再
び
、
委
託
を
「
委
任
」、
指
示
を
「
指
揮
」
と
同
視
し
た
。
し
か
し
、
文
言
の
欠
如
を
理
由
に
、
こ
の
要
件
を
充
た
す
政

府
の
行
為
は
「
明
示
的
」
な
も
の
だ
け
で
は
な
い
と
論
じ
、
委
託
・
指
示
が
「
黙
示
的
（im

plicit

）」
な
場
合
も
あ
る
、
と
し
た
。
し
か

し
、
パ
ネ
ル
は
、
米
商
務
省
が
総
合
評
価
し
た
間
接
証
拠
を
個
別
に
抽
出
し
て
評
価
し
、
証
拠
単
体
と
し
て
は
「
委
託
」
又
は
「
指
示
」

の
存
在
を
示
し
て
い
な
い
、
と
し
て
そ
の
証
明
力
を
否
定
し
た
。
そ
し
て
、
パ
ネ
ル
は
、
米
国
の
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
．
一
条
（
ａ
）

（
１
）（
ⅳ
）
違
反
を
認
定
し
）
₄₅
（
た
。

　

米
国
の
上
訴
を
受
け
、
上
級
委
は
ま
ず
、
パ
ネ
ル
よ
り
も
広
く
委
託
・
指
示
を
解
釈
し
た
。
上
級
委
に
よ
れ
ば
、「
委
託
」
は
任
意
の

職
務
遂
行
の
責
務
を
い
ず
れ
か
の
主
体
に
与
え
る
行
為
で
あ
る
。
ま
た
、
そ
れ
は
「
委
任
」
の
よ
う
な
公
式
の
手
段
だ
け
で
な
く
、
非
公

式
の
手
段
に
よ
っ
て
も
行
わ
れ
る
。
か
か
る
理
解
の
下
、
上
級
委
は
「
委
託
」
を
「
委
任
」
と
す
る
解
釈
は
狭
す
ぎ
る
、
と
し
た
。
ま
た
、

「
指
示
」
は
、
民
間
団
体
に
対
す
る
政
府
の
権
限
行
使
を
意
味
す
る
が
、
そ
の
射
程
に
は
「
指
揮
」
よ
り
「
巧
妙
な
」
手
段
や
「
強
制
」

の
程
度
が
低
い
方
法
も
含
ま
れ
る
。
上
級
委
は
こ
の
よ
う
に
述
べ
、「
指
示
」
を
「
指
揮
」
と
す
る
解
釈
も
ま
た
限
定
的
で
あ
る
、
と
指
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弾
し
）
₄₆
（
た
。

　

他
方
で
、
上
級
委
は
、
全
政
府
措
置
が
当
然
に
「
委
託
」
又
は
「
指
示
」
と
な
る
わ
け
で
は
な
い
、
と
い
う
点
を
強
調
し
て
い
る
。
す

な
わ
ち
、
上
級
委
は
、
米
国
輸
出
制
限
事
件
パ
ネ
ル
と
同
様
に
、
政
府
規
制
の
「
単
な
る
副
産
物
」
を
も
捉
え
ん
と
す
る
ア
プ
ロ
ー
チ
を

封
じ
、
政
府
の
権
限
行
使
に
「
よ
り
積
極
的
な
役
割
」
が
表
れ
て
い
る
こ
と
を
求
め
）
₄₇
（
た
。

　

そ
の
後
、
上
級
委
は
、
権
限
あ
る
調
査
当
局
の
と
っ
た
方
法
論
か
ら
逸
脱
し
た
パ
ネ
ル
の
証
拠
評
価
を
否
定
し
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
違
反
に

係
る
パ
ネ
ル
の
認
定
を
破
棄
し
）
₄₈
（
た
。

2　
「
委
託
」
又
は
「
指
示
」
を
認
定
す
る
た
め
の
考
慮
要
素

　

米
国
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
ｓ
事
件
上
級
委
は
、
自
ら
米
商
務
省
の
認
定
の
協
定
整
合
性
を
判
断
で
き
る
ほ
ど
の
証
拠
が
揃
っ
て
い
な
い
と
し
て
、

最
終
的
に
分
析
を
完
了
で
き
な
か
っ
）
₄₉
（
た
。
他
方
、
同
じ
く
韓
国
産
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
の
相
殺
関
税
調
査
を
行
っ
た
当
時
の
欧
州
共
同
体
（
以
下
、

Ｅ
Ｃ
）
の
調
査
当
局
に
よ
る
委
託
・
指
示
の
認
定
は
、
Ｅ
Ｃ
・
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
ｓ
事
件
パ
ネ
ル
に
是
認
さ
れ
）
₅₀
（

た
。
マ
ヴ
ロ
イ
デ
ィ
ス
ら
は
、
そ

の
際
に
重
視
さ
れ
た
考
慮
要
素
を
三
点
挙
げ
、
上
級
委
判
断
の
射
程
の
説
明
に
用
い
て
い
）
₅₁
（
る
。

　

第
一
に
、
民
間
団
体
の
非
商
業
的
行
動
が
挙
げ
ら
れ
る
。
こ
れ
は
、
民
間
団
体
が
通
常
は
商
業
的
に
行
動
す
る
、
と
い
う
前
提
に
基
づ

く
。
も
っ
と
も
、
こ
う
し
た
措
置
の
効
果
で
委
託
又
は
指
示
が
認
定
さ
れ
れ
ば
、
米
国
輸
出
制
限
事
件
で
懸
念
さ
れ
た
よ
う
に
、
資
金
的

貢
献
要
件
は
無
意
味
と
な
る
。
そ
こ
で
パ
ネ
ル
は
、
非
商
業
的
行
動
の
証
拠
だ
け
で
は
不
十
分
と
留
意
し
、
当
該
懸
念
に
対
処
し
て
い
）
₅₂
（

る
。

　

第
二
に
、
政
府
に
よ
る
株
式
保
有
を
通
じ
た
所
有
が
挙
げ
ら
れ
）
₅₃
（

る
。
そ
れ
は
、
国
有
企
業
が
相
手
な
ら
政
府
は
影
響
力
を
及
ぼ
し
や
す

い
か
ら
で
あ
る
。
た
だ
し
、
パ
ネ
ル
は
、
政
府
の
所
有
も
委
託
・
指
示
の
絶
対
的
証
拠
と
は
な
ら
な
い
、
と
し
て
い
）
₅₄
（
る
。

　

第
三
に
、
利
害
関
係
者
の
情
報
提
供
拒
否
の
事
実
が
挙
げ
ら
れ
る
。
調
査
当
局
に
と
り
、
輸
出
国
に
あ
る
委
託
・
指
示
の
直
接
証
拠
を

得
る
の
は
困
難
で
あ
り
、
利
害
関
係
者
の
情
報
提
供
は
重
要
と
な
る
。
だ
が
、
こ
れ
が
拒
ま
れ
れ
ば
、
調
査
当
局
は
、
他
の
限
ら
れ
た
情
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報
源
に
頼
ら
ざ
る
を
得
な
い
。
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
二
．
七
条
は
、
こ
の
限
界
に
対
処
す
べ
く
、
調
査
当
局
の
「
知
る
こ
と
が
で
き
た
事

実
」
に
基
づ
く
決
定
を
認
め
る
。
パ
ネ
ル
は
、
同
条
の
意
義
に
鑑
み
、
非
協
力
の
事
実
も
間
接
証
拠
を
構
成
し
う
る
、
と
し
）
₅₅
（

た
。
も
っ
と

も
、
調
査
当
局
は
、
情
報
の
非
開
示
そ
れ
自
体
を
理
由
に
、
輸
出
国
に
不
利
な
推
定
を
す
る
こ
と
を
許
さ
れ
て
い
な
い
。
本
件
で
も
、
調

査
当
局
が
利
害
関
係
者
へ
の
協
力
要
請
に
先
立
ち
、
委
託
又
は
指
示
の
存
在
を
示
唆
す
る
情
報
を
得
て
い
た
こ
と
が
、
非
開
示
の
事
実
の

証
拠
力
を
高
め
た
。
つ
ま
り
、
他
の
情
報
の
集
積
が
あ
っ
て
は
じ
め
て
、
不
利
な
推
定
は
働
）
₅₆
（

く
。

　

以
上
の
要
素
す
べ
て
が
揃
う
必
要
は
な
い
。
例
え
ば
、
民
間
団
体
を
介
し
た
資
金
的
貢
献
が
商
業
的
条
件
で
行
わ
れ
る
場
合
も
あ
る
た

め
、
非
商
業
的
行
動
は
常
に
必
要
な
わ
け
で
は
な
）
₅₇
（

い
。
ま
た
、
政
府
の
出
資
を
受
け
て
い
な
い
企
業
が
、
政
府
か
ら
の
委
託
又
は
指
示
を

受
け
る
こ
と
も
あ
り
う
）
₅₈
（
る
。

　

尚
、
米
国
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
ｓ
事
件
上
級
委
は
、
間
接
証
拠
の
多
く
が
「
公
に
な
っ
て
い
て
、
利
害
関
係
者
と
調
査
当
局
双
方
が
簡
単
に
ア
ク

セ
ス
で
き
る
」
も
の
で
あ
る
場
合
に
総
合
評
価
の
手
法
が
活
き
る
、
と
理
解
す
）
₅₉
（
る
。
Ｅ
Ｃ
・
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
ｓ
事
件
で
是
認
さ
れ
た
Ｅ
Ｃ
の
調

査
で
も
、
明
る
み
に
出
て
い
た
韓
国
政
府
の
企
業
救
済
の
意
図
が
加
味
さ
れ
て
い
た
）
₆₀
（

が
、
右
の
三
要
素
が
活
き
る
に
は
、
こ
う
し
た
政
府

の
政
策
の
存
在
が
調
査
当
局
の
知
る
と
こ
ろ
と
な
っ
て
い
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

㈢　

検　

討

1　

上
級
委
員
会
に
よ
る
「
委
託
」
又
は
「
指
示
」
の
解
釈

　

米
国
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
ｓ
事
件
上
級
委
は
、
従
来
に
比
べ
「
委
託
」
又
は
「
指
示
」
の
指
す
範
囲
を
広
く
捉
え
た
。
そ
し
て
、
こ
の
要
件
を
充

た
す
政
府
の
行
動
が
「
黙
示
的
」
で
も
構
わ
な
い
、
と
す
る
同
事
件
パ
ネ
ル
解
）
₆₁
（
釈
に
は
異
を
唱
え
ず
、
政
府
に
よ
る
強
制
の
程
度
も
低
く

見
積
も
っ
た
。

　

こ
れ
を
受
け
て
ル
ビ
ニ
は
、
特
に
、
上
級
委
に
よ
る
「
指
示
」
の
解
釈
に
疑
問
を
呈
す
。
ま
ず
、
ル
ビ
ニ
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
．
一
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条
（
ａ
）（
１
）（
ⅳ
）
で
は
「
民
間
団
体
」、「
遂
行
す
る
」
と
い
う
語
で
「
指
示
」
の
対
象
・
目
的
が
明
記
さ
れ
て
い
る
以
上
、
こ
れ
を

明
確
さ
と
強
制
を
伴
う
「
指
令
（order

）」
と
解
す
他
な
い
、
と
主
張
す
る
。
そ
の
上
で
、
英
語
同
様
に
正
文
の
フ
ラ
ン
ス
語
及
び
ス
ペ

イ
ン
語
の
協
定
文
で
も
、
そ
れ
ぞ
れ
「
指
令
」
を
意
味
す
る 

‘ordonner

’、
‘ordenar

’ が
目
的
語
と
と
も
に
記
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
論
拠

と
し
、「
指
示
」
に
明
確
さ
を
求
め
た
米
国
輸
出
制
限
事
件
パ
ネ
ル
を
支
持
す
る
。
ま
た
、
ル
ビ
ニ
は
、
上
級
委
が
指
示
に
あ
た
る
状
況

を
詳
し
く
述
べ
て
い
な
い
が
ゆ
え
に
、「
緩
や
か
な
労
働
基
準
や
環
境
基
準
、
輸
出
入
制
限
等
の
規
制
メ
カ
ニ
ズ
ム
」
ま
で
も
が
相
殺
対

象
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
、
と
指
摘
す
る
。
そ
し
て
、
上
級
委
の
解
釈
が
結
果
的
に
、
資
金
的
貢
献
要
件
の
意
義
、
ひ
い
て
は
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協

定
に
反
映
さ
れ
る
べ
き
バ
ラ
ン
ス
を
損
な
う
お
そ
れ
が
あ
る
、
と
危
惧
す
）
₆₂
（

る
。

　

し
か
し
、「
民
間
団
体
」
や
任
意
の
措
置
の
「
遂
行
」
と
い
う
文
言
の
存
在
を
受
け
て
も
、「
指
示
」
を
目
的
及
び
対
象
の
存
在
を
前
提

と
し
た
黙
示
的
な
い
し
非
公
式
の
「
政
府
の
権
限
行
使
」
と
解
す
こ
と
は
可
能
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
上
級
委
は
、
解
釈
の
過
程
で
フ
ラ
ン

ス
語
と
ス
ペ
イ
ン
語
の
協
定
文
の
対
応
箇
所
も
参
照
し
て
右
の
理
解
を
支
え
て
お
）
₆₃
（
り
、
こ
の
文
脈
を
加
味
し
な
か
っ
た
わ
け
で
は
な
い
。

黙
示
的
な
政
府
の
関
与
も
捕
捉
さ
れ
な
け
れ
ば
、
加
盟
国
に
よ
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
上
の
義
務
の
迂
回
が
容
易
と
な
る
と
こ
ろ
、
上
級
委
の
解

釈
そ
れ
自
体
は
妥
当
と
い
え
よ
）
₆₄
（
う
。
Ｅ
Ｃ
・
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
ｓ
事
件
パ
ネ
ル
が
示
す
三
つ
の
考
慮
要
素
も
、
先
述
の
通
り
、
政
府
の
政
策
の
存

在
に
補
完
さ
れ
る
の
で
あ
れ
ば
有
用
と
思
わ
れ
る
。
た
だ
し
、
以
上
の
解
釈
の
下
で
も
、
輸
出
制
限
は
資
金
的
貢
献
と
扱
わ
れ
る
べ
き
で

は
な
い
。
次
か
ら
は
、
こ
の
論
点
を
右
の
考
慮
要
素
に
照
ら
し
検
討
し
て
い
こ
う
。

2　

輸
出
制
限
の
「
委
託
」
又
は
「
指
示
」
該
当
可
能
性

　

ま
ず
、
輸
出
制
限
を
受
け
た
民
間
団
体
に
よ
る
低
価
格
で
の
原
材
料
供
給
が
、
第
一
に
挙
げ
た
非
商
業
的
行
動
に
該
当
す
る
か
否
か
、

が
問
題
と
な
る
。
取
引
が
非
商
業
的
で
あ
る
か
ど
う
か
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
．
一
条
（
ｂ
）
に
い
う
利
益
が
あ
る
か
な
い
か
、
と
パ
ラ

レ
ル
に
考
え
ら
れ
）
₆₅
（
る
。
先
例
に
よ
れ
ば
、
資
金
的
貢
献
が
、
基
準
と
な
る
市
場
条
件
（
以
下
、
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
）
と
比
べ
有
利
な
条
件
で
行
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わ
れ
て
い
れ
ば
、
利
益
は
存
在
す
）
₆₆
（
る
。
比
較
で
は
原
則
、
取
引
が
行
わ
れ
た
国
内
の
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
が
用
い
ら
れ
る
が
、
物
品
の
提
供
に

関
す
る
市
場
が
政
府
介
入
に
よ
っ
て
歪
曲
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
国
外
の
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
の
利
用
も
認
め
ら
れ
）
₆₇
（

る
。
無
論
、
そ
う
し
た
代

替
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
は
、
国
内
の
比
較
優
位
を
反
映
す
る
形
で
調
整
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
）
₆₈
（
い
。
し
か
し
、（
比
較
優
位
と
は
区
別
さ
れ
る
）
競
争

優
位
の
存
在
に
よ
っ
て
、
輸
出
国
内
に
お
け
る
原
材
料
価
格
が
相
対
的
に
調
整
後
の
国
外
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
よ
り
も
低
く
な
る
の
で
あ
れ
）
₆₉
（
ば
、

前
者
の
非
商
業
性
は
認
定
さ
れ
る
こ
と
と
な
ろ
う
。

　

も
っ
と
も
、
先
述
の
通
り
、
非
商
業
的
行
動
自
体
は
、
委
託
又
は
指
示
の
絶
対
的
証
拠
に
な
り
え
な
い
。
調
査
当
局
は
、
そ
れ
を
間
接

証
拠
と
す
る
に
し
て
も
、
最
低
限
、
輸
出
制
限
が
原
材
料
価
格
に
効
果
を
及
ぼ
し
た
か
ど
う
か
を
裏
付
け
る
必
要
が
あ
）
₇₀
（

る
。
ま
た
、
利
益

を
副
次
的
に
も
た
ら
す
政
府
規
制
の
存
在
は
、
委
託
又
は
指
示
の
証
拠
と
し
て
十
分
で
な
く
、
別
途
、
政
府
の
よ
り
積
極
的
な
行
動
が
求

め
ら
れ
て
い
た
点
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
米
国
・
対
中
相
殺
関
税
事
件
パ
ネ
ル
も
、
原
材
料
の
輸
出
制
限
と
そ
れ
に
伴
う
価
格
効
果

の
証
拠
の
み
で
調
査
を
始
め
た
米
商
務
省
の
対
応
を
、
調
査
開
始
の
正
当
化
に
十
分
な
証
拠
を
求
め
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
一
．
三
条
違
反

と
認
定
し
て
い
）
₇₁
（

る
。
こ
の
よ
う
に
、
上
級
委
の
解
釈
の
下
で
も
、
非
商
業
的
行
動
を
も
た
ら
す
輸
出
制
限
は
、
委
託
又
は
指
示
の
証
拠
と

し
て
は
不
十
分
と
な
る
。

　

そ
こ
に
第
三
の
要
素
が
加
わ
っ
た
と
し
て
も
、
同
様
で
あ
る
。
利
害
関
係
者
の
非
協
力
の
事
実
を
も
っ
て
不
利
な
推
定
を
働
か
せ
る
に

せ
よ
、
土
台
と
な
る
の
は
や
は
り
、
輸
出
制
限
の
存
在
で
は
な
く
、
政
府
の
よ
り
積
極
的
な
関
与
を
示
す
別
の
知
ら
れ
て
い
る
情
報
で
あ

ろ
う
。
先
の
米
国
・
対
中
相
殺
関
税
事
件
で
問
題
と
な
っ
た
米
商
務
省
の
調
査
で
は
、
輸
出
制
限
と
そ
の
価
格
効
果
以
外
の
情
報
が
な
い

ま
ま
、
利
害
関
係
者
の
非
協
力
を
理
由
に
「
委
託
」
又
は
「
指
示
」
が
推
定
さ
れ
た
）
₇₂
（

が
、
こ
う
し
た
対
応
は
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
．
一
条

（
ａ
）（
１
）
違
反
の
そ
し
り
を
免
れ
な
）
₇₃
（
い
。
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3　

国
有
企
業
に
対
す
る
原
材
料
の
輸
出
制
限

　

第
二
の
政
府
の
株
式
保
有
の
要
素
が
存
在
す
る
、
国
有
企
業
に
対
す
る
原
材
料
の
輸
出
制
限
の
場
合
に
は
、
委
託
・
指
示
を
認
定
す
る

他
、
国
有
企
業
を
「
公
的
機
関
」
と
扱
い
、
問
題
の
原
材
料
供
給
を
直
接
資
金
的
貢
献
と
捉
え
る
選
択
肢
も
浮
上
す
る
。
ま
ず
、
一
見
簡

単
そ
う
な
後
者
を
検
討
し
よ
う
。

　

米
国
・
対
中
Ａ
Ｄ
及
び
相
殺
関
税
事
件
上
級
委
は
、
公
的
機
関
を
「
政
府
権
限
を
保
持
し
、
行
使
し
、
又
は
こ
れ
を
付
与
さ
れ
て
い

る
」
主
体
と
す
る
。
す
な
わ
ち
、
上
級
委
は
、
政
府
に
よ
る
「
有
意
な
支
配
」
の
関
連
性
を
認
め
る
も
の
の
、
株
式
保
有
と
い
う
支
配
の

兆
候
を
示
す
証
拠
を
絶
対
視
し
な
）
₇₄
（

い
。

　

か
か
る
理
解
の
下
、
同
事
件
上
級
委
は
、
中
国
の
国
有
商
業
銀
行
に
対
す
る
政
府
の
株
式
保
有
、
同
銀
行
の
産
業
政
策
上
の
位
置
付
け

を
示
す
法
律
文
書
、
及
び
、
政
府
に
よ
る
経
営
陣
の
指
名
等
を
示
す
証
拠
に
基
づ
く
米
商
務
省
に
よ
る
公
的
機
関
認
定
を
是
認
し
）
₇₅
（

た
。
他

方
、
米
国
炭
素
鋼
（
イ
ン
ド
）
事
件
上
級
委
は
、
イ
ン
ド
の
国
有
企
業
を
公
的
機
関
と
し
た
米
商
務
省
の
決
定
を
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
不
整
合
と

し
た
。
そ
の
際
、
政
府
の
株
式
保
有
、
取
締
役
選
任
の
際
の
政
府
の
積
極
介
入
、
と
い
っ
た
要
素
で
は
足
り
な
い
、
と
述
べ
）
₇₆
（

た
。
以
上
に

よ
る
と
、
支
配
の
兆
候
を
示
す
証
拠
に
加
え
、
問
題
の
国
有
企
業
の
政
策
的
位
置
付
け
が
法
令
上
明
ら
か
な
必
要
が
あ
る
か
に
映
る
。
だ

が
、
米
国
・
対
中
Ａ
Ｄ
及
び
相
殺
関
税
事
件
上
級
委
は
、「
権
限
の
法
令
に
基
づ
く
委
任
」
を
明
確
に
示
す
証
拠
を
必
ず
し
も
求
め
て
い

な
）
₇₇
（
い
。
す
な
わ
ち
、
政
府
の
政
策
遂
行
の
一
端
を
国
有
企
業
が
担
う
実
態
も
補
完
材
料
と
な
り
う
る
。

　

で
は
、
問
題
の
状
況
は
ど
う
か
。
ま
ず
、
調
査
当
局
は
、
輸
出
を
制
限
さ
れ
る
国
有
企
業
を
即
、
公
的
機
関
と
し
て
扱
う
こ
と
は
で
き

な
い
。
ま
た
、
輸
出
制
限
も
、
何
か
し
ら
の
権
限
付
与
又
は
行
使
を
伴
う
政
府
の
行
為
で
は
な
い
が
ゆ
え
、
こ
れ
を
も
っ
て
国
有
企
業
を

公
的
機
関
と
位
置
付
け
る
の
は
困
難
で
あ
る
。
調
査
当
局
は
、
国
有
企
業
の
公
的
機
関
性
を
示
す
別
の
証
拠
を
収
集
す
る
必
要
が
あ
ろ
）
₇₈
（
う
。

　
「
委
託
」
又
は
「
指
示
」
の
認
定
で
も
、
こ
れ
ら
証
拠
の
証
明
力
は
限
定
的
と
な
る
。
例
え
ば
、
中
国
の
レ
ア
ア
ー
ス
の
よ
う
な
「
戦

略
資
）
₇₉
（
源
」
を
採
掘
す
る
国
有
企
業
が
、
輸
出
制
限
を
合
図
に
先
端
分
野
の
川
下
産
業
に
競
争
優
位
を
与
え
る
プ
ロ
セ
ス
へ
参
加
す
る
場
合
、
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こ
れ
を
状
況
次
第
で
委
託
・
指
示
に
基
づ
く
資
金
的
貢
献
と
す
る
余
地
は
あ
ろ
）
₈₀
（
う
。
た
だ
し
、
こ
こ
で
も
輸
出
制
限
は
、
特
定
の
原
材
料

を
重
視
す
る
旨
の
何
ら
か
の
形
で
の
政
策
表
明
や
そ
れ
を
考
慮
し
た
国
有
企
業
の
行
動
に
係
る
証
拠
に
補
完
さ
れ
て
は
じ
め
て
、
政
府
権

限
の
付
与
に
結
び
つ
く
と
思
わ
れ
る
。
輸
出
制
限
そ
れ
自
体
を
資
金
的
貢
献
と
す
る
こ
と
は
、
も
は
や
困
難
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。

　

以
上
の
検
討
か
ら
、
輸
出
制
限
を
原
則
、
資
金
的
貢
献
の
射
程
外
と
す
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
姿
勢
は
一
貫
し
て
い
る
、
と
評
価
で
き
）
₈₁
（
る
。

四　

ア
ン
チ
ダ
ン
ピ
ン
グ
税
と
輸
出
制
限

㈠　

ア
ン
チ
ダ
ン
ピ
ン
グ
税
と
相
殺
関
税
の
代
替
関
係

　

ダ
ン
ピ
ン
グ
と
は
、
輸
出
者
が
、
あ
る
産
品
の
輸
出
価
格
を
正
常
価
額
よ
り
低
く
設
定
す
る
こ
と
を
い
う
。
ま
た
、
Ａ
Ｄ
税
と
は
、
輸

入
国
が
、
ダ
ン
ピ
ン
グ
輸
入
に
よ
り
損
害
を
受
け
る
国
内
産
業
を
救
済
す
べ
く
、
正
常
価
額
と
輸
出
価
格
の
差
（
ダ
ン
ピ
ン
グ
マ
ー
ジ
）
₈₂
（

ン
）

を
限
度
に
課
す
特
殊
関
税
を
指
す
。
輸
入
国
は
、
一
九
九
四
年
の
関
税
及
び
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
第
六
条
の
実
施
に
関
す
る
協
定

（
以
下
、
Ａ
Ｄ
協
定
）
に
基
づ
く
調
査
で
、
ダ
ン
ピ
ン
グ
（
第
二
条
）
及
び
国
内
産
業
の
損
害
（
第
三
条
）
を
認
定
す
れ
ば
、
Ａ
Ｄ
税
を
課
せ

る
。

　

Ａ
Ｄ
税
と
相
殺
関
税
は
と
も
に
一
方
的
な
手
段
だ
が
、
両
者
は
一
見
必
ず
し
も
代
替
し
な
い
。
な
ぜ
な
ら
、
後
者
が
一
定
の
政
府
介
入

に
着
目
す
る
の
に
対
し
、
前
者
の
関
心
対
象
は
、
当
然
に
そ
れ
と
は
結
び
付
か
な
い
か
ら
だ
。
し
か
し
、
輸
入
国
が
、
ダ
ン
ピ
ン
グ
マ
ー

ジ
ン
の
算
出
方
法
を
工
夫
し
、
Ａ
Ｄ
税
を
相
殺
関
税
に
代
え
て
用
い
た
場
面
も
実
在
す
る
。
特
に
注
目
に
値
す
る
の
は
、
Ａ
Ｄ
税
が
、
原

材
料
の
輸
出
制
限
が
も
た
ら
す
輸
出
者
の
競
争
優
位
に
対
処
す
る
目
的
で
と
ら
れ
た
後
述
の
例
で
あ
る
。

　

こ
れ
を
可
能
に
し
た
の
は
、
輸
出
国
に
お
い
て
政
府
介
入
が
存
在
し
、
そ
の
「
市
場
が
特
殊
な
状
況
（particular m

arket situation

）」
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（
以
下
、
Ｐ
Ｍ
）
₈₃
（

Ｓ
）
に
あ
る
、
と
い
う
認
定
を
基
礎
と
す
る
「
Ｐ
Ｍ
Ｓ
方
式
（PM

S m
ethod

）」
で
あ
）
₈₄
（
る
。

　

端
的
に
言
え
ば
、
ダ
ン
ピ
ン
グ
マ
ー
ジ
ン
は
本
来
、
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
一
条
で
正
常
価
額
と
扱
わ
れ
る
輸
出
者
の
本
国
で
の
販
売
価
格

（
国
内
販
売
価
格
）
と
輸
出
価
格
を
、
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
四
条
に
従
い
「
公
正
に
」
比
較
す
る
こ
と
で
算
出
さ
れ
る
。
し
か
し
、
Ｐ
Ｍ
Ｓ
方

式
で
は
、
こ
の
輸
出
者
の
国
内
販
売
価
格
は
、
正
常
価
額
と
は
さ
れ
な
い
。
輸
出
国
の
Ｐ
Ｍ
Ｓ
に
よ
っ
て
、
国
内
販
売
価
格
が
歪
曲
さ
れ

て
い
る
、
と
考
え
ら
れ
る
か
ら
だ
。
調
査
当
局
は
、
Ｐ
Ｍ
Ｓ
に
あ
る
輸
出
国
の
正
常
価
額
を
構
成
す
る
こ
と
を
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二
条
で

認
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
規
定
を
手
掛
か
り
に
し
て
、
調
査
当
局
は
、
歪
曲
さ
れ
た
国
内
販
売
価
格
の
代
わ
り
に
構
成
価
額
に
頼
る
こ
と

と
な
る
。

　

次
に
、
構
成
価
額
算
定
の
際
、
調
査
当
局
は
、
輸
出
者
が
現
実
に
負
担
し
た
生
産
費
で
は
な
く
、
市
場
価
額
を
反
映
す
る
代
替
費
用
を

採
用
す
る
。
こ
こ
で
も
、
輸
出
国
に
お
け
る
Ｐ
Ｍ
Ｓ
ゆ
え
に
生
産
費
も
歪
曲
さ
れ
て
い
る
、
と
の
考
慮
が
働
く
。
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二
．

一
．
一
条
は
、
構
成
価
額
算
定
の
基
礎
を
輸
出
者
の
記
録
す
る
費
用
と
す
る
よ
う
求
め
る
が
、
例
外
も
認
め
る
。
調
査
当
局
は
、
同
条
に

着
目
す
る
こ
と
で
、
第
三
国
の
企
業
が
負
担
す
る
生
産
費
や
費
用
の
国
際
的
水
準
を
反
映
す
る
指
標
等
の
代
替
情
報
に
基
づ
き
正
常
価
額

の
構
成
に
及
ぶ
の
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
Ｐ
Ｍ
Ｓ
方
式
は
、
歪
曲
さ
れ
た
国
内
販
売
価
格
よ
り
も
高
水
準
の
正
常
価
額
を
構
成
す
る
途
を
拓
き
、
結
果
的
に
本
来

よ
り
も
ダ
ン
ピ
ン
グ
マ
ー
ジ
ン
を
厚
く
す
る
。
さ
ら
に
重
要
な
こ
と
に
、
同
方
式
で
算
出
さ
れ
た
マ
ー
ジ
ン
に
は
、
輸
出
者
の
記
録
す
る

生
産
費
が
政
府
介
入
に
よ
り
ど
れ
だ
け
歪
曲
さ
れ
て
い
た
か
、
換
言
す
れ
ば
、
ど
れ
だ
け
引
き
下
げ
ら
れ
て
い
た
か
、
が
反
映
さ
れ
て
い

る
。
し
た
が
っ
て
、
Ｐ
Ｍ
Ｓ
方
式
は
、
輸
出
国
の
原
材
料
市
場
へ
の
介
入
が
輸
出
者
に
も
た
ら
す
「
競
争
優
位
」
を
相
殺
す
る
選
択
肢
を

調
査
当
局
に
与
え
る
。
す
な
わ
ち
、
同
方
式
に
基
づ
く
Ａ
Ｄ
税
は
、
相
殺
関
税
の
対
象
と
な
る
補
助
金
を
含
め
、
政
府
介
入
が
も
た
ら
す

競
争
優
位
に
広
く
対
処
す
る
、
と
期
待
さ
れ
）
₈₅
（

る
。

　

し
か
し
、
同
方
式
に
は
、
Ａ
Ｄ
協
定
と
の
整
合
性
を
疑
わ
れ
る
箇
所
が
存
在
す
る
。
こ
の
点
は
ま
さ
に
、
Ｅ
Ｕ
と
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
と
の
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紛
争
で
争
点
と
な
っ
た
。

㈡　

Ｅ
Ｕ
バ
イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル
事
件

　

Ｅ
Ｕ
は
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
産
バ
イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル
輸
入
に
対
す
る
Ａ
Ｄ
調
査
（
以
下
、
本
件
Ａ
Ｄ
調
査
）
で
、
バ
イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル
の
主

た
る
原
材
料
へ
の
輸
出
税
に
よ
っ
て
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
市
場
が
歪
曲
さ
れ
て
い
る
と
し
、
Ｐ
Ｍ
Ｓ
を
認
定
し
た
。
そ
し
て
、
調
査
対
象
の

バ
イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル
生
産
者
の
国
内
販
売
価
格
で
は
な
く
、
市
場
価
額
を
反
映
す
る
代
替
的
な
原
材
料
価
格
を
基
礎
に
正
常
価
額
を
構
成

し
）
₈₆
（
た
。

　

こ
れ
に
対
し
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
は
、
本
件
Ａ
Ｄ
調
査
の
協
定
整
合
性
を
問
い
、
申
立
に
及
ん
だ
。
以
下
、
Ｐ
Ｍ
Ｓ
方
式
に
関
係
す
る
三
条

項
の
論
点
を
扱
）
₈₇
（

う
。

1　

Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二
．
一
．
一
条

　

Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二
．
一
．
一
条
は
、
構
成
価
額
を
、
輸
出
者
が
「
保
有
し
て
い
る
記
録
に
基
づ
い
て
算
定
す
る
」
こ
と
を
原
則
と
し

て
定
め
る
。
他
方
で
同
条
は
、
こ
の
「
記
録
が
」
調
査
対
象
産
品
の
生
産
費
を
「
合
理
的
に
反
映
し
て
い
る
（reasonably refl

）
₈₈
（ect

）」
と

は
認
め
ら
れ
な
い
場
合
、
原
則
か
ら
の
逸
脱
を
許
す
。
こ
の
「
合
理
的
反
映
テ
ス
）
₈₉
（
ト
」
の
下
、
Ｅ
Ｕ
の
調
査
当
局
は
、
市
場
歪
曲
を
理
由

に
輸
出
者
の
記
録
す
る
費
用
を
無
視
し
、
代
替
的
な
生
産
費
情
報
に
頼
る
こ
と
が
で
き
る
、
と
考
え
て
い
た
。

　

と
こ
ろ
が
、
パ
ネ
ル
は
、
合
理
的
反
映
テ
ス
ト
は
あ
く
ま
で
、「
実
際
の
」
費
用
が
正
確
か
つ
信
頼
可
能
な
形
で
反
映
さ
れ
て
い
る
か

ど
う
か
に
関
心
を
も
つ
も
の
で
あ
る
、
と
解
釈
し
た
。
そ
し
て
、
生
産
費
の
合
理
的
反
映
を
否
定
で
き
る
状
況
に
は
、
生
産
費
が
歪
曲
さ

れ
て
い
る
場
面
は
含
ま
れ
な
い
、
と
の
見
方
を
示
し
た
。
パ
ネ
ル
は
、
市
場
歪
曲
を
理
由
に
輸
出
者
の
記
録
を
退
け
、
仮
想
の
生
産
費
を

採
用
す
る
途
を
拓
い
た
Ｅ
Ｕ
の
対
応
を
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二
．
一
．
一
条
不
整
合
と
し
）
₉₀
（
た
。
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上
級
委
も
こ
れ
を
基
本
的
に
支
持
し
、
パ
ネ
ル
判
断
破
棄
を
求
め
た
Ｅ
Ｕ
の
主
張
を
退
け
た
。
他
方
で
上
級
委
は
、
実
際
の
記
録
を
参

照
し
な
い
裁
量
も
調
査
当
局
に
は
残
さ
れ
て
い
る
、
と
い
う
点
を
明
確
に
し
た
。
す
な
わ
ち
、
上
級
委
は
、
例
え
ば
、
原
材
料
供
給
が
独

立
当
事
者
間
取
引
で
な
い
場
合
に
、
調
査
当
局
が
そ
の
記
録
の
合
理
的
反
映
を
否
定
で
き
る
、
と
認
め
）
₉₁
（
た
。

2　

Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二
条

　

Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二
条
は
、
調
査
当
局
が
Ｐ
Ｍ
Ｓ
を
認
定
し
た
上
で
、
正
常
価
額
を
構
成
す
る
こ
と
を
認
め
る
が
、
そ
の
算
定
の
基
礎

を
「
原
産
国
に
お
け
る
生
産
費
」
と
し
て
い
る
。

　

Ｐ
Ｍ
Ｓ
方
式
で
は
、
代
替
的
な
費
用
情
報
の
参
照
に
よ
っ
て
ダ
ン
ピ
ン
グ
マ
ー
ジ
ン
が
高
め
ら
れ
る
、
と
思
わ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、

パ
ネ
ル
は
、
こ
う
し
た
代
替
費
用
は
結
局
、
輸
出
国
市
場
の
歪
曲
を
除
去
す
る
目
的
で
選
択
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二

条
に
い
う
「
原
産
国
に
お
け
る
生
産
費
」
を
反
映
す
る
も
の
で
は
な
い
、
と
断
じ
た
。
そ
し
て
、
バ
イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル
の
原
材
料
の
国
際

価
格
を
反
映
す
る
指
標
を
用
い
た
Ｅ
Ｕ
を
、
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二
条
違
反
と
認
定
し
）
₉₂
（

た
。

　

翻
っ
て
、
上
級
委
は
、
調
査
当
局
が
合
理
的
反
映
テ
ス
ト
充
足
を
否
定
し
た
後
、
輸
出
国
内
外
を
問
わ
ず
、
代
替
的
な
費
用
情
報
を
参

照
し
て
構
成
価
額
を
算
定
で
き
る
点
に
つ
い
て
は
認
め
た
。
だ
が
、
上
級
委
は
、
ど
ん
な
代
替
費
用
も
結
局
「
原
産
国
に
お
け
る
生
産

費
」
と
な
る
よ
う
調
整
さ
れ
ね
ば
な
ら
ず
、
歪
曲
除
去
の
目
的
に
よ
る
代
替
費
用
の
参
照
は
認
め
ら
れ
な
い
、
と
し
た
。
そ
の
上
で
、
Ａ

Ｄ
協
定
第
二
．
二
条
違
反
に
係
る
パ
ネ
ル
判
断
破
棄
を
求
め
た
Ｅ
Ｕ
の
主
張
を
退
け
）
₉₃
（

た
。

3　

Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
四
条

　

Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
四
条
は
、「
輸
出
価
格
と
正
常
の
価
額
と
の
比
較
」
に
「
公
正
」
さ
を
求
め
る
。
そ
こ
で
、
Ｐ
Ｍ
Ｓ
方
式
に
よ
っ
て

正
常
価
額
の
構
成
時
に
生
産
費
の
歪
曲
を
除
去
し
、
他
方
で
、
輸
出
価
格
に
含
ま
れ
る
生
産
費
の
歪
曲
を
調
整
し
な
い
ま
ま
両
者
を
比
較



ＷＴＯ補助金規律における資金的貢献要件の意義と課題

211

す
る
こ
と
は
可
能
か
、
が
問
題
と
な
る
。

　

パ
ネ
ル
は
、
同
条
の
下
で
の
比
較
可
能
性
の
確
保
が
、
価
格
の
背
景
に
あ
る
取
引
の
性
質
と
不
可
分
の
関
係
に
あ
る
と
理
解
し
た
。
そ

の
上
で
、
価
格
の
比
較
可
能
性
が
影
響
を
受
け
る
の
は
、
正
常
価
額
と
輸
出
価
格
の
差
異
が
取
引
の
性
質
に
関
わ
る
場
合
に
限
定
さ
れ
る
、

と
留
意
し
た
。
そ
し
て
パ
ネ
ル
は
、
Ｐ
Ｍ
Ｓ
方
式
か
ら
帰
結
す
る
差
異
が
比
較
対
象
の
取
引
の
性
質
と
は
無
関
係
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
、

Ｅ
Ｕ
の
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
四
条
違
反
に
係
る
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
主
張
を
退
け
）
₉₄
（

た
。

　

上
級
委
は
、
こ
の
パ
ネ
ル
の
理
由
付
け
に
強
く
反
発
し
た
が
、
既
に
Ｅ
Ｕ
の
Ａ
Ｄ
協
定
違
反
を
認
定
し
て
い
る
点
に
鑑
み
、
訴
訟
経
済

の
観
点
か
ら
当
該
論
点
の
判
断
を
避
け
）
₉₅
（

た
。

㈢　

検　

討

1　

Ｅ
Ｕ
バ
イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル
事
件
の
意
義

　

一
連
の
判
）
₉₆
（

断
に
よ
り
、
ま
ず
、
調
査
当
局
は
、
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二
．
一
．
一
条
に
い
う
「
合
理
的
反
映
テ
ス
ト
」
で
市
場
歪
曲
を
考

慮
し
、
輸
出
者
の
記
録
す
る
実
際
の
生
産
費
情
報
を
無
視
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
。
ま
た
、
同
協
定
第
二
．
二
条
の
下
、
調
査
当

局
は
、
別
の
費
用
情
報
に
頼
る
と
し
て
も
、
そ
こ
に
市
場
歪
曲
を
含
む
輸
出
国
の
状
況
を
反
映
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
っ
た
。
尚
、

Ｐ
Ｍ
Ｓ
方
式
に
よ
る
価
格
比
較
の
同
協
定
第
二
．
四
条
整
合
性
は
未
解
決
の
ま
ま
だ
が
、
上
級
委
は
、
こ
れ
を
整
合
的
と
し
た
パ
ネ
ル
の

論
理
に
反
発
し
た
。
以
上
か
ら
、
Ｐ
Ｍ
Ｓ
方
式
は
大
い
に
制
約
さ
れ
た
と
い
え
）
₉₇
（
る
。

　

上
級
委
の
判
断
は
、
市
場
歪
曲
が
存
在
す
る
国
か
ら
の
国
際
競
争
圧
力
に
対
処
す
る
輸
入
国
の
裁
量
を
狭
め
る
と
し
て
批
判
さ
れ
る
一

方
、
そ
の
文
言
解
釈
は
妥
当
と
評
価
さ
れ
）
₉₈
（
る
。
ま
た
、
複
数
の
論
者
も
指
摘
す
る
通
り
、
上
級
委
の
姿
勢
は
、
Ａ
Ｄ
協
定
の
起
草
経
緯
と

も
整
合
す
る
。
た
し
か
に
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
設
立
以
前
、
輸
出
者
へ
の
投
入
財
ダ
ン
ピ
ン
グ
（input dum

ping

）
も
Ａ
Ｄ
税
の
対
象
に
す
る
か
ど

う
か
、
が
議
論
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
完
成
品
の
ダ
ン
ピ
ン
グ
に
至
ら
な
い
当
該
慣
行
の
扱
い
は
結
局
、
合
意
さ
れ
な
か
っ
た
。
ま
た
、
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そ
の
議
論
が
Ｐ
Ｍ
Ｓ
と
の
関
係
で
扱
わ
れ
た
形
跡
も
な
い
。
単
な
る
原
材
料
の
廉
価
供
給
が
も
た
ら
す
輸
出
者
の
競
争
優
位
が
Ａ
Ｄ
税
の

射
程
に
収
ま
る
、
と
は
考
え
難
）
₉₉
（

い
。

　

本
稿
で
も
指
摘
し
て
き
た
通
り
、
原
材
料
の
輸
出
制
限
が
も
た
ら
す
輸
出
者
の
競
争
優
位
は
、
基
本
的
に
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
補
助
金
規
律
の
対

象
に
は
な
ら
な
い
。
そ
の
趣
旨
は
、
相
殺
関
税
の
射
程
に
収
ま
る
輸
出
国
の
政
府
介
入
、
ひ
い
て
は
競
争
優
位
の
範
囲
を
狭
め
る
点
に
あ

る
と
こ
ろ
、
Ａ
Ｄ
税
に
よ
る
相
殺
を
も
制
約
し
た
上
級
委
の
判
断
は
、
こ
う
し
た
資
金
的
貢
献
要
件
の
意
義
を
保
つ
も
の
と
い
え
る
。

2　

国
有
企
業
に
対
す
る
原
材
料
の
輸
出
制
限

　

最
後
に
、
Ｅ
Ｕ
バ
イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル
事
件
上
級
委
が
、
独
立
当
事
者
間
取
引
の
欠
如
を
理
由
に
輸
出
者
の
原
材
料
費
の
合
理
的
反
映
を

否
定
す
る
余
地
を
残
し
た
点
に
着
目
し
、
輸
出
制
限
を
受
け
た
国
有
企
業
の
も
た
ら
す
競
争
優
位
が
Ａ
Ｄ
税
の
射
程
に
収
ま
る
か
否
か
、

と
い
う
論
点
を
扱
っ
て
い
こ
う
。

　

米
国
Ｏ
Ｃ
Ｔ
Ｇ
（
韓
国
）
事
件
で
は
、
米
商
務
省
の
Ａ
Ｄ
調
査
に
お
け
る
次
の
対
応
が
問
題
と
な
っ
た
。
米
商
務
省
は
、
ま
ず
「
自
律

性
の
欠
如
又
は
管
理
若
し
く
は
支
配
の
存
在
」
を
理
由
に
韓
国
の
輸
出
者
・
原
材
料
供
給
者
間
の
「
関
連
」
性
を
認
定
し
、
輸
出
者
の
記

録
す
る
原
材
料
費
の
合
理
的
反
映
を
否
定
し
た
。
そ
し
て
、
原
材
料
供
給
者
と
他
の
非
関
連
者
と
の
取
引
価
格
を
構
成
価
額
の
基
礎
と
し

た
）
₁₀₀
（

。

　

パ
ネ
ル
は
、
関
連
者
間
取
引
は
独
立
当
事
者
間
取
引
で
あ
る
と
は
い
え
な
い
、
と
述
べ
た
。
そ
し
て
、
米
商
務
省
に
よ
る
合
理
的
反
映

テ
ス
ト
の
実
践
を
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二
．
一
．
一
条
整
合
的
と
し
た
。
次
に
、
パ
ネ
ル
は
、
米
商
務
省
が
輸
出
者
の
記
録
す
る
原
材
料
費

に
代
え
た
の
が
、
原
材
料
供
給
者
と
非
関
連
事
業
者
と
の
間
の
取
引
価
格
で
あ
っ
た
点
に
鑑
み
、
仮
想
の
費
用
の
採
用
を
避
け
た
こ
の
対

応
を
肯
定
し
た
。
そ
の
上
で
、
一
連
の
対
応
を
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二
．
一
．
一
条
整
合
的
と
し
）
₁₀₁
（

た
。

　

こ
こ
で
重
要
な
の
は
、
株
式
保
有
と
い
っ
た
資
本
関
係
が
「
関
連
」
性
の
評
価
上
必
須
で
は
な
い
、
と
い
う
点
で
あ
る
。
実
際
、
パ
ネ
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ル
が
認
め
た
米
商
務
省
の
決
定
で
は
、
輸
出
者
の
原
材
料
供
給
者
へ
の
依
存
度
や
後
者
か
ら
前
者
へ
の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
・
技
術
支
援
に

み
る
支
配
関
係
か
ら
関
連
性
が
認
定
さ
れ
て
い
た
。
ま
た
、
本
件
で
は
、
輸
出
者
と
輸
入
者
が
同
一
の
主
体
（
原
材
料
供
給
者
）
か
ら
支

配
さ
れ
て
い
る
が
ゆ
え
関
連
し
て
い
る
、
と
い
う
米
商
務
省
の
評
価
が
是
認
さ
れ
た
点
も
興
味
深
）
₁₀₂
（
い
。

　

か
つ
て
Ｅ
Ｃ
フ
ァ
ス
ナ
ー
（
中
国
）
事
件
上
級
委
は
、
国
家
に
よ
る
支
配
や
株
式
保
有
、
経
営
と
い
っ
た
会
社
組
織
的
関
係
に
つ
い
て

共
通
項
を
有
す
る
複
数
企
業
の
一
体
性
を
認
め
）
₁₀₃
（

た
。
こ
れ
に
基
づ
く
と
、
原
材
料
供
給
者
と
輸
出
者
が
と
も
に
国
有
企
業
で
あ
る
場
合
に

は
、
両
者
間
の
取
引
価
格
の
合
理
的
反
映
を
否
定
し
、
代
替
的
な
原
材
料
費
で
構
成
価
額
を
算
定
す
る
こ
と
が
可
能
に
な
る
と
考
え
ら
れ

る
。
ま
た
、
株
式
保
有
の
有
無
に
関
係
な
く
関
連
性
が
認
定
さ
れ
う
る
、
と
い
う
先
述
の
理
解
の
下
で
は
、
国
有
企
業
で
な
い
輸
出
者
が

政
府
の
支
配
下
に
あ
る
場
合
も
、
同
様
の
対
応
が
認
め
ら
れ
る
と
思
わ
れ
）
₁₀₄
（
る
。

　

た
だ
し
、
こ
う
し
た
対
応
に
は
、
二
点
課
題
が
あ
る
。
第
一
に
、
代
替
費
用
は
、
仮
想
の
も
の
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。
米
国
Ｏ
Ｃ
Ｔ

Ｇ
（
韓
国
）
事
件
で
は
、
原
材
料
供
給
者
と
非
関
連
企
業
と
の
現
実
の
売
買
価
格
を
参
照
し
た
か
ら
こ
そ
、
米
商
務
省
は
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．

二
．
一
．
一
条
違
反
を
免
れ
た
。
し
か
し
、
輸
出
制
限
に
よ
っ
て
原
材
料
の
国
内
販
売
価
格
が
全
体
的
に
低
下
し
て
い
る
場
合
に
は
、
国

内
の
別
の
取
引
に
着
目
し
て
代
替
的
な
指
標
に
頼
る
こ
と
は
困
難
と
な
る
。

　

第
二
に
、
輸
出
国
外
の
原
材
料
費
に
関
す
る
情
報
に
頼
る
と
し
て
も
、
調
査
当
局
は
そ
れ
を
、
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二
条
に
い
う
「
原
産

国
に
お
け
る
生
産
費
」、
す
な
わ
ち
、
輸
出
国
に
お
け
る
歪
曲
を
も
反
映
し
た
費
用
に
な
る
よ
う
、
再
調
整
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
輸

出
国
外
の
原
材
料
費
の
方
が
相
対
的
に
高
く
て
も
、
結
局
は
そ
の
価
格
差
す
ら
調
整
対
象
と
な
り
、
低
い
原
材
料
費
に
戻
さ
れ
て
し
ま
う

わ
け
だ）

₁₀₅
（

。

　

つ
ま
る
と
こ
ろ
、
国
有
企
業
に
対
す
る
輸
出
制
限
の
場
合
で
も
、
Ｐ
Ｍ
Ｓ
方
式
に
お
け
る
輸
入
国
の
裁
量
が
小
さ
い
こ
と
に
変
わ
り
は

な
い
。
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五　

お
わ
り
に

　

以
上
の
分
析
か
ら
、
原
材
料
の
輸
出
制
限
が
も
た
ら
す
輸
出
者
の
「
競
争
優
位
」
に
対
処
す
る
た
め
に
、
輸
入
国
が
相
殺
関
税
な
り
Ａ

Ｄ
税
な
り
を
課
す
余
地
は
、
相
当
狭
く
な
っ
て
い
る
こ
と
が
判
明
し
）
₁₀₆
（

た
。
競
争
優
位
の
創
出
プ
ロ
セ
ス
に
国
有
企
業
が
関
わ
る
場
合
に
つ

い
て
も
、
基
本
的
に
同
じ
で
あ
っ
た
。

　

た
だ
し
、
上
級
委
は
未
だ
、
輸
出
制
限
の
資
金
的
貢
献
該
当
性
を
正
面
か
ら
論
ず
る
機
会
を
得
て
お
ら
ず
、
予
断
は
禁
物
で
あ
る
。
ま

た
、
Ｅ
Ｕ
バ
イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル
事
件
後
、
市
場
歪
曲
的
な
外
国
政
府
の
介
入
に
対
処
す
る
相
殺
関
税
の
機
能
に
期
待
す
る
声
が
あ
る
点
に

も
注
意
を
要
す
）
₁₀₇
（

る
。

　

Ａ
Ｄ
税
の
代
替
的
利
）
₁₀₈
（
用
、
そ
れ
を
可
能
に
し
た
Ｐ
Ｍ
Ｓ
方
式
の
制
約
を
受
け
、
相
殺
関
税
が
再
び
期
待
さ
れ
る
状
況
を
鑑
み
る
と
、
資

金
的
貢
献
要
件
は
、
生
産
者
利
益
の
確
保
と
い
う
加
盟
国
の
利
害
と
絶
え
ず
緊
張
関
係
に
あ
る
の
で
は
な
い
か
、
と
の
印
象
を
も
た
ざ
る

を
得
な
い
。
無
論
、
相
殺
関
税
の
本
格
的
利
用
は
予
測
の
域
を
出
な
い
が
、
貿
易
自
由
化
の
伝
統
的
な
対
抗
勢
力
た
る
輸
入
競
争
産
業
、

及
び
、
こ
れ
を
制
す
る
保
険
と
し
て
の
貿
易
救
済
措
置
の
存
在
に
思
い
を
致
せ
）
₁₀₉
（

ば
、
右
の
緊
張
関
係
も
頷
け
る
。
も
っ
と
も
、
本
稿
で
は

一
方
的
な
救
済
に
分
析
対
象
を
絞
っ
た
た
め
、
資
金
的
貢
献
要
件
の
課
題
を
よ
り
俯
瞰
し
て
み
る
余
地
が
ま
だ
あ
る
点
に
留
意
し
た
い
。

　

最
後
に
二
点
指
摘
し
て
お
こ
う
。
第
一
に
、
輸
出
制
限
そ
れ
自
体
に
対
す
る
規
律
の
不
十
分
さ
が
露
呈
す
る
ほ
ど
に
、
右
の
緊
張
は
高

ま
る
。
第
二
章
で
述
べ
た
通
り
、
輸
出
制
限
に
対
す
る
多
角
的
規
律
は
、
未
だ
十
分
で
な
い
。
さ
ら
に
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
／
Ｗ
Ｔ
Ｏ
法
の
適
用

が
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
加
盟
国
は
、
一
時
的
な
協
定
違
反
に
及
ぶ
こ
と
が
で
き
て
し
ま
う
。
規
律
の
範
囲
と
実
効
性
の
不
十
分
さ
は
、

国
内
産
業
保
護
と
い
う
輸
入
国
の
利
害
を
刺
激
し
か
ね
な
い
。
こ
の
問
題
へ
の
対
応
と
し
て
、
既
に
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
通
じ
た
輸
出
税
の
低
減

な
い
し
撤
廃
に
関
す
る
約
束
も
み
ら
れ
る
）
₁₁₀
（
が
、
今
後
も
同
様
の
努
力
の
蓄
積
・
多
角
化
が
必
要
と
な
る
。
ま
た
、
諸
国
の
速
や
か
な
履
行
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の
確
保
が
重
要
で
あ
る
の
も
論
を
俟
た
な
い
。

　

第
二
に
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
通
じ
た
新
規
律
導
入
の
試
み
は
、
資
金
的
貢
献
要
件
に
影
響
を
及
ぼ
し
う
る
。
我
が
国
も
締
約
国
に
連
な
る
環
太

平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
に
関
す
る
包
括
的
及
び
先
進
的
な
協
定
（
以
下
、
Ｃ
Ｐ
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
は
、
国
有
企
業
章
を
有
）
₁₁₁
（
し
、
締
約
国
に
お
け

る
国
有
企
業
の
商
業
的
考
慮
を
欠
く
行
動
等
を
規
律
す
）
₁₁₂
（
る
。
輸
出
を
制
限
さ
れ
た
国
有
企
業
に
よ
る
低
価
格
で
の
原
材
料
供
給
に
つ
い
て

も
、
こ
こ
に
い
う
商
業
的
考
慮
を
欠
く
と
さ
れ
れ
ば
、
同
規
律
の
対
象
と
な
り
う
）
₁₁₃
（

る
。

　

輸
出
制
限
に
関
す
る
義
務
の
広
が
り
、
昨
今
の
国
有
企
業
の
競
争
歪
曲
的
行
動
に
対
す
る
問
題
意
識
の
高
ま
）
₁₁₄
（
り
に
思
い
を
致
せ
ば
、
Ｃ

Ｐ
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
成
果
に
は
一
定
の
意
義
も
見
出
せ
る
。
し
か
し
、
消
極
的
な
も
の
も
含
め
、
政
府
の
規
制
が
結
果
的
に
低
価
格
で
の
原
材
料

供
給
を
促
す
例
は
、
他
に
も
あ
ろ
）
₁₁₅
（
う
。
本
稿
の
射
程
を
や
や
超
え
る
議
論
だ
が
、
そ
う
し
た
規
制
に
服
す
る
国
有
企
業
が
商
業
的
考
慮
を

欠
い
て
行
動
し
た
、
と
い
う
結
果
を
殊
更
強
調
す
る
こ
と
は
、
国
家
の
正
当
な
規
制
権
限
の
行
使
に
水
を
差
）
₁₁₆
（

す
。
諸
国
は
、
こ
の
点
を
念

頭
に
置
い
て
国
有
企
業
規
律
を
構
想
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。

　

尚
、
資
金
的
貢
献
要
件
の
意
義
と
課
題
が
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
や
多
角
的
貿
易
体
制
自
体
に
与
え
る
影
響
に
関
し
、
本
稿
の
結
論
を
踏
ま
え
た

検
討
を
進
め
て
い
く
こ
と
は
、
筆
者
の
今
後
の
課
題
で
あ
る
。

（
₁
）  Ｓｅｅ　ɡｅｎｅｒａˡˡｙ, Charles J. G

oetz et al., Ｔʰｅ　Ｍ
ｅａｎｉｎɡ　ｏｆ　

‘Ｓｕｂｓｉｄｙ

’　ａｎｄ　

‘ɪｎʲｕｒｙ

’　ｉｎ　ｔʰｅ　Ｃｏｕｎｔｅｒｖａｉˡｉｎɡ　Ｄ
ｕｔｙ　ʟａʷ, 6 In

tʼl R
ev. L. 

&
 E
co
n. 17, 21 ︲22 

（1986

）; Richard D
iam

ond, Ｐｒｉｖａｔｉｚａｔｉｏｎ　ａｎｄ　ｔʰｅ　Ｄ
ｅｆｉｎｉｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｓｕｂｓｉｄｙ：　Ａ

　Ｃｒｉｔｉｃａˡ　Ｓｔｕｄｙ　ｏｆ　Ａ
ｐｐｅˡˡａｔｅ　ʙｏｄｙ　

ʀｅｐｏｒｔ　Ｔｅｘｔｕａˡｉｓⅿ
, 11 J. In

tʼl E
co
n. L. 649, 654, 667 ︲68 （2008

）.

（
₂
）  

た
だ
し
、
補
助
金
交
付
を
受
け
た
生
産
者
に
競
争
優
位
が
あ
る
か
が
問
わ
れ
な
い
こ
と
も
あ
る
。Ｓｅｅ, D

iam
ond, ｓｕｐｒａ note 1, at 669 ︲75.

坂
入
遼
「
国
際
競
争
の
歪
曲
と
世
界
貿
易
機
関
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）
に
お
け
る
国
内
補
助
金
規
律
：『
競
争
優
位
』
に
ま
つ
わ
る
規
律
上
の
論
点
の
再

考
」『
法
学
政
治
学
論
究
』
第
一
一
九
号
（
二
〇
一
八
年
）
四
八
三
―
四
八
七
頁
。

（
₃
）  

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
二
部
、
第
三
部
。
尚
、
禁
止
補
助
金
の
事
案
で
は
、
悪
影
響
の
立
証
は
不
要
と
な
る
。
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（
₄
）  

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
上
「
相
殺
措
置
」
と
い
う
表
記
も
混
在
す
る
が
、
以
下
で
は
「
相
殺
関
税
」
と
称
す
。

（
₅
）  

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
五
部
。

（
₆
）  Ｓｅｅ, Jo

h
n H

. Ja
ckso

n, T
h
e W

o
rld T

ra
d
in
g S

ystem: L
a
w a

n
d P

o
licy o

f In
tern

a
tio
n
a
l E

co
n
o
m
ic R

ela
tio
n
s 296 

（2
d ed. 

1997

）.
（
₇
）  Appellate Body Report, Ｕ

ｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ　︲　Ｆｉｎａˡ　Ｃｏｕｎｔｅｒｖａｉˡｉｎɡ　Ｄ
ｕｔｙ　Ｄ

ｅｔｅｒⅿ
ｉｎａｔｉｏｎ　ʷｉｔʰ　ʀｅｓｐｅｃｔ　ｔｏ　Ｃｅｒｔａｉｎ　Ｓｏｆｔʷｏｏｄ　ʟｕⅿ

ｂｅｒ　
ｆｒｏⅿ

　Ｃａｎａｄａ, paras. 51 ︲52, W
TO

 D
oc. W

T/D
S257/AB/R 

（adopted Feb. 17, 2004

） ﹇hereinafter U
S - Softw

ood Lum
ber IV

  
Appellate Body Report

﹈.

（
₈
）  Ｅ．　ɡ．, A

ppellate Body Report, Ｕ
ｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ　︲　Ｃｏｕｎｔｅｒｖａｉˡｉｎɡ　Ｄ

ｕｔｙ　ɪｎｖｅｓｔｉɡａｔｉｏｎ　ｏｎ　Ｄ
ｙｎａⅿ

ｉｃ　ʀａｎｄｏⅿ
　Ａ

ｃｃｅｓｓ　Ｍ
ｅⅿ

ｏｒｙ　 
Ｓｅⅿ

ｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒｓ　
（Ｄ

ʀＡ
Ｍ

Ｓ

）　ｆｒｏⅿ
　Ｋｏｒｅａ, para. 115, W

TO
 D

oc. W
T/D

S296/AB/R 

（adopted July 20, 2005

） ﹇hereinafter U
S - 

Countervailing D
uty Investigation on D

RAM
s Appellate Body Report

﹈.

（
₉
）  L

u
ca R

u
bin
i, T

h
e D

efin
itio

n o
f S
u
bsid

y an
d S

tate A
id: W

TO
 an

d EC L
aw in C

o
m
parativ

e P
erspectiv

e 41 ︲56 

（2009

）. 

同
様

の
関
心
に
基
づ
く
著
作
と
し
て
、ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, D

o
m
in
ic C

o
ppen

s, W
TO

 D
isciplin

es o
n S

u
bsid

ies an
d C

o
u
n
terv

ailin
g M

easu
res:  

B
alan

cin
g P

o
licy S

pace an
d L

eg
al C

o
n
strain

ts 

（2014

）; G
ary H

orlick &
 Peggy A. Clarke, ʀｅｔʰｉｎｋｉｎɡ　Ｓｕｂｓｉｄｙ　Ｄ

ｉｓｃｉｐˡｉｎｅｓ　ｆｏｒ　
ｔʰｅ　Ｆｕｔｕｒｅ：　Ｐｏˡｉｃｙ　Ｏ

ｐｔｉｏｎｓ　ｆｏｒ　ʀｅｆｏｒⅿ
, 20 J. In

tʼl E
co
n. L. 673 （2017

）.

（
₁₀
）  Ｅ．　ɡ．, Joost Pauw

elyn, ɴ
ｅʷ　Ｔｒａｄｅ　Ｐｏˡｉｔｉｃｓ　ｆｏｒ　ｔʰｅ　₂₁ｓｔ　Ｃｅｎｔｕｒｙ, 11 J. In

tʼl E
co
n. L. 559, 569 （2008

）.

（
₁₁
）  

「
輸
出
規
制
」
と
も
呼
ば
れ
る
が
、
本
稿
で
は
、「
輸
出
制
限
」
で
表
記
を
統
一
す
る
。

（
₁₂
）  

近
時
、
米
国
は
、
外
国
の
通
貨
の
切
り
下
げ
を
相
殺
関
税
の
対
象
と
す
る
方
針
を
示
し
た
。Ｓｅｅ, M

odification of Regulations Regarding 
Benefit and Specificity in Countervailing D

uty Proceedings, 84 Fed. Reg. 24406 

（M
ay 28, 2019

）. 

だ
が
、
こ
う
し
た
通
貨
政
策
の

資
金
的
貢
献
該
当
性
に
は
疑
問
が
呈
さ
れ
て
き
た
。Ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, C

o
ppen

s, ｓｕｐｒａ note 9, at 580 ︲83. 

こ
の
点
の
詳
論
は
別
稿
に
譲
り
た
い
。

（
₁₃
）  Panel Report, Ｕ

ｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ　︲　Ｍ
ｅａｓｕｒｅｓ　Ｔｒｅａｔｉｎɡ　Ｅｘｐｏｒｔ　ʀｅｓｔｒａｉｎｔｓ　ａｓ　Ｓｕｂｓｉｄｉｅｓ, para. 8. 75, W

TO
 Doc. W

T/DS194/R （adopted 
Aug. 23, 2001

） ﹇hereinafter U
S - Export Restraints Panel Report

﹈.

（
₁₄
）  U

S - Countervailing D
uty Investigation on D

RAM
s Appellate Body Report, ｓｕｐｒａ note 8, para. 118.

（
₁₅
）  R

u
bin
i, ｓｕｐｒａ note 9, at 115.

（
₁₆
）  Appellate Body Report, Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｕ

ｎｉｏｎ　︲　Ａ
ｎｔｉ︲Ｄ

ｕⅿ
ｐｉｎɡ　Ｍ

ｅａｓｕｒｅｓ　ｏｎ　ʙｉｏｄｉｅｓｅˡ　ｆｒｏⅿ
　Ａ

ｒɡｅｎｔｉｎａ, paras. 5. 2 ︲. 8, W
TO

 D
oc. 



ＷＴＯ補助金規律における資金的貢献要件の意義と課題

217

W
T/D

S473/AB/R （adopted O
ct. 26, 2016

） ﹇hereinafter EU
 - Biodiesel Appellate Body Report

﹈.

（
₁₇
）  

ル
ビ
ニ
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
と
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
「
一
貫
性
」
を
論
じ
た
が
、
そ
の
試
み
は
、
Ａ
Ｄ
税
を
隣
接
領
域
に
含
め
な
い
問
題
提
起
に
と
ど

ま
っ
て
い
た
。R

u
bin
i, ｓｕｐｒａ note 9, at 181 ︲98.

（
₁₈
）  
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
二
四
条
に
基
づ
く
こ
の
種
の
取
極
め
は
、「
地
域
貿
易
協
定
（
Ｒ
Ｔ
Ａ
）」
や
「
経
済
連
携
協
定
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）」
と
も
呼
ば
れ
る
が
、

本
稿
で
は
「
自
由
貿
易
協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）」
と
称
す
。

（
₁₉
）  
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
一
条
の
想
定
す
る
輸
出
数
量
制
限
に
は
、
割
当
、
許
可
制
、
最
低
輸
出
価
格
制
等
も
含
ま
れ
る
。
中
川
淳
司
他
『
国
際
経
済

法
』（
有
斐
閣
、
第
二
版
、
二
〇
一
二
年
）
一
一
八
頁
。

（
₂₀
）  

松
下
満
雄
「
天
然
資
源
・
食
糧
輸
出
制
限
と
Ｗ
Ｔ
Ｏ
／
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
体
制
」『
貿
易
と
関
税
』
第
五
六
巻
一
一
号
（
二
〇
〇
八
年
）
一
八
頁
。

（
₂₁
）  

そ
の
整
理
に
つ
い
て
は
例
え
ば
、
松
下
・
前
掲
注
（
₂₀
）、
一
八
頁
を
参
照
。

（
₂₂
）  Ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, W

TO, W
o
rld T

ra
d
e R

epo
rt 2010: T

ra
d
e in N

a
tu
ra
l R

eso
u
rces 188 

（2010

）; W
TO

 Secretariat, Ｔｒａｄｅ　Ｐｏˡｉｃｙ　 
ʀｅｖｉｅʷ

　︲　Ｃʰｉｎａ, W
TO

 D
oc. W

T/TPR/S/230, at 44 

（A
pr. 26, 2010

）; A
lan O. Sykes, Ｔʰｅ　Ｑ

ｕｅｓｔｉｏｎａｂˡｅ　Ｃａｓｅ　ｆｏｒ　Ｓｕｂｓｉｄｉｅｓ　 
ʀｅɡｕˡａｔｉｏｎ：　Ａ

　Ｃｏⅿ
ｐａｒａｔｉｖｅ　Ｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅ, 2 J. L

eg
al A

n
alysis 473, 508 ︲10 （2010

）.

（
₂₃
）  Ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, M

ark W
u, Ｃʰｉｎａ

’ｓ　Ｅｘｐｏｒｔ　ʀｅｓｔｒｉｃｔｉｏｎｓ　ａｎｄ　ｔʰｅ　ʟｉⅿ
ｉｔｓ　ｏｆ　Ｗ

ＴＯ
　ʟａʷ, 16 W

o
rld T

rad
e R

ev. 673, 684 ︲88 （2017

）. 

併

せ
て
、
福
田
一
徳
『
日
本
と
中
国
の
レ
ア
ア
ー
ス
政
策
』（
木
鐸
社
、
二
〇
一
三
年
）
五
八
―
六
八
頁
も
参
照
。

（
₂₄
）  Ｓｅｅ︐　ｅ．　ɡ．, S

h
erzo

d S
h
ad
ikh
o
d
jaev, In

d
u
strial P

o
licy an

d th
e W

o
rld T

rad
e O

rg
an
izatio

n: B
etw

een L
eg
al C

o
n
strain

ts an
d 

F
lexibilities 104 ︲106 （2018

）.

（
₂₅
）  Appellate Body Report, Ｃʰｉｎａ　︲　Ｍ

ｅａｓｕｒｅｓ　ʀｅˡａｔｅｄ　ｔｏ　ｔʰｅ　Ｅｘｐｏｒｔａｔｉｏｎ　ｏｆ　ʀａｒｅ　Ｅａｒｔʰｓ︐　Ｔｕｎɡｓｔｅｎ　ａｎｄ　Ｍ
ｏˡｙｂｄｅｎｕⅿ

, paras. 5. 
128 ︲. 136, W

TO
 D

oc. W
T/D

S431/AB/R, W
T/D

S432/AB/R, W
T/D

S433/AB/R （adopted Aug. 29, 2014

）.

も
っ
と
も
、
国
内
外
の

資
源
利
用
者
の
負
担
が
同
一
で
あ
る
必
要
は
な
い
、
と
さ
れ
る
。

（
₂₆
）  

伊
藤
一
頼
「
Ｗ
Ｔ
Ｏ
体
制
と
発
展
途
上
国
：
差
別
主
義
と
非
市
場
経
済
国
が
も
た
ら
す
影
響
の
分
析
」
日
本
国
際
経
済
法
学
会
編
『
国
際
経
済

法
講
座
Ｉ
：
通
商
・
投
資
・
競
争
』（
法
律
文
化
社
、
二
〇
一
二
年
）
一
三
六
頁
。

（
₂₇
）  Ｅ．　ɡ．, Julia Ya Q

in, ʀｅｆｏｒⅿ
ｉｎɡ　Ｗ

ＴＯ
　Ｄ

ｉｓｃｉｐˡｉｎｅ　ｏｎ　Ｅｘｐｏｒｔ　Ｄ
ｕｔｉｅｓ：　Ｓｏｖｅｒｅｉɡｎｔｙ　ｏｖｅｒ　ɴ

ａｔｕｒａˡ　ʀｅｓｏｕｒｃｅｓ︐　Ｅｃｏｎｏⅿ
ｉｃ　Ｄ

ｅｖｅˡｏｐ︲
ⅿ

ｅｎｔ　ａｎｄ　Ｅｎｖｉｒｏｎⅿ
ｅｎｔａˡ　Ｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎ, 46 J. W

o
rld T

rad
e 1147, 1150 （2012

）.

（
₂₈
）  ɪｄ., at 1152 ︲62, 1189.
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（
₂₉
）  

紛
争
解
決
に
係
る
規
則
及
び
手
続
に
関
す
る
了
解
第
一
九
．
一
条
。

（
₃₀
）  Ｅ．　ɡ．, W

u, ｓｕｐｒａ note 23, at 683 ︲84.
（
₃₁
）  

Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
九
条
及
び
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
に
関
す
る
協
定
で
認
め
ら
れ
る
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
も
、
貿
易
救
済
措
置
の
一
種
だ
が
、
無
差
別
適
用
を

基
本
と
す
る
そ
の
性
質
に
鑑
み
、
議
論
の
対
象
か
ら
外
す
。

（
₃₂
）  
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
六
条
は
「
何
ら
か
の
形
式
に
よ
る
所
得
又
は
価
格
の
支
持
」
の
み
例
示
し
て
い
た
。

（
₃₃
）  
こ
の
姿
勢
に
つ
い
て
、ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, U

ruguay Round N
egotiating G

roup on Subsidies and Countervailing D
uties, Ｅˡｅⅿ

ｅｎｔｓ　ｏｆ　ｔʰｅ　
Ｆｒａⅿ

ｅʷｏｒｋ　ｆｏｒ　ɴ
ｅɡｏｔｉａｔｉｏｎｓ　︲　Ｓｕｂⅿ

ｉｓｓｉｏｎ　ｂｙ　ｔʰｅ　Ｕ
ｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ, G

ATT D
oc. M

TN.G
N

G
/N

G
10/W

/29, at 6 （N
ov. 22, 1989

）.

（
₃₄
）  Ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, Final Affirm

ative Countervailing D
uty D

eterm
ination: Certain Softw

ood Lum
ber Products from

 Canada, 57 Fed. 
Reg. 22570, 22610 （M

ay 28, 1992

）.

（
₃₅
）  Ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, U

ruguay Round N
egotiating G

roup on Subsidies and Countervailing M
easures, Ｃʰｅｃｋˡｉｓｔ　ｏｆ　ɪｓｓｕｅｓ　ｆｏｒ　ɴ

ｅɡｏｔｉａｔｉｏｎｓ︲ 
ɴ

ｏｔｅ　ｂｙ　ｔʰｅ　Ｓｅｃｒｅｔａｒｉａｔ, G
ATT D

oc. M
TN.G

N
G

/N
G

10/W
/9, at 13 ︲15 （Sept. 7, 1987

）.

（
₃₆
）  M

arc B
en
itah, T

h
e L
aw o

f S
u
bsid

ies U
n
d
er G

ATT/W
TO

 S
ystem 220 ︲21 （2001

）.

（
₃₇
）  

政
府
に
よ
る
資
金
調
達
機
関
へ
の
支
払
も
（
ⅳ
）
に
規
定
さ
れ
て
い
る
。

（
₃₈
）  U

S - Export Restraints Panel Report, ｓｕｐｒａ note 13, para. 8. 26.

（
₃₉
）  ɪｄ., paras. 1. 1 ︲. 3, 2. 1 ︲. 13.

（
₄₀
）  

尚
、
米
国
の
解
釈
が
同
国
の
法
令
等
で
義
務
的
と
な
っ
て
い
る
、
と
い
う
カ
ナ
ダ
の
主
張
は
、
結
局
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。ɪｄ．, paras.  

8. 77 ︲. 131.

（
₄₁
）  ɪｄ., paras. 8. 33 ︲. 44, 8. 64 ︲. 74.

（
₄₂
）  ɪｄ., paras. 8. 75 ︲. 76.

（
₄₃
）  ɪｄ., paras. 8. 26 ︲. 32.

（
₄₄
）  Panel Report, Ｕ

ｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ　︲　Ｃｏｕｎｔｅｒｖａｉˡｉｎɡ　Ｄ
ｕｔｙ　ɪｎｖｅｓｔｉɡａｔｉｏｎ　ｏｎ　Ｄ

ｙｎａⅿ
ｉｃ　ʀａｎｄｏⅿ

　Ａ
ｃｃｅｓｓ　Ｍ

ｅⅿ
ｏｒｙ　Ｓｅⅿ

ｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒｓ　

（Ｄ
ʀＡ

Ｍ
Ｓ

）　ｆｒｏⅿ
　Ｋｏｒｅａ, paras. 2. 1 ︲. 5, 7. 8 ︲. 26, W

TO
 D

oc. W
T/D

S296/R （adopted July 20, 2005

）.

（
₄₅
）  ɪｄ., paras. 7. 29 ︲. 38, 7. 43 ︲. 178.

（
₄₆
）  U

S - Countervailing D
uty Investigation on D

RAM
s Appellate Body Report, ｓｕｐｒａ note 8, paras. 109 ︲111.
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（
₄₇
）  ɪｄ., paras. 112 ︲116.

（
₄₈
）  ɪｄ., paras. 127 ︲198. 

（
₄₉
）  ɪｄ.

（
₅₀
）  Panel Report, Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｃｏⅿ

ⅿ
ｕｎｉｔｉｅｓ　︲　Ｃｏｕｎｔｅｒｖａｉˡｉｎɡ　Ｍ

ｅａｓｕｒｅｓ　ｏｎ　Ｄ
ｙｎａⅿ

ｉｃ　ʀａｎｄｏⅿ
　Ａ

ｃｃｅｓｓ　Ｍ
ｅⅿ

ｏｒｙ　Ｃʰｉｐｓ　ｆｒｏⅿ
　Ｋｏｒｅａ, 

paras. 7. 84, 7. 87 &
 7. 93, W

TO
 D

oc. W
T/D

S299/R 

（adopted Aug. 3, 2005

） ﹇hereinafter EC - Countervailing M
easures on 

D
RAM

 Chips Panel Report

﹈.

（
₅₁
）  P

etro
s C. M

av
ro
id
is et al., T

h
e L
aw an

d E
co
n
o
m
ics o

f C
o
n
tin
g
en
t P
ro
tectio

n in th
e W

TO
 320 ︲22 （2008

）.

（
₅₂
）  EC - Countervailing M

easures on D
RAM

 Chips Panel Report, ｓｕｐｒａ note 50, para. 7. 59.

（
₅₃
）  

尚
、
パ
ネ
ル
は
、
政
府
が
過
半
数
の
株
式
を
保
有
す
る
状
況
と
、
政
府
が
最
大
株
主
と
し
て
約
四
三
％
の
株
式
を
保
有
す
る
状
況
を
同
等
に

扱
っ
た
。ɪｄ., paras. 7. 119, 7. 127 &

 7. 134.

（
₅₄
）  ɪｄ.

（
₅₅
）  ɪｄ., paras. 7. 60 ︲. 61.

（
₅₆
）  Ｅ．　ɡ．, ｉｄ., paras. 7. 139 ︲. 145.

（
₅₇
）  

た
だ
し
、
補
助
金
の
認
定
に
は
至
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。C

o
ppen

s, ｓｕｐｒａ note 9, at 56 n. 126.

（
₅₈
）  EC - Countervailing M

easures on D
RAM

 Chips Panel Report, ｓｕｐｒａ note 50, paras. 7. 139 ︲. 145.

（
₅₉
）  U

S - Countervailing D
uty Investigation on D

RAM
s Appellate Body Report, ｓｕｐｒａ note 8, para. 150 n. 277.

（
₆₀
）  Ｅ．　ɡ．, EC - Countervailing M

easures on D
RAM

 Chips Panel Report, ｓｕｐｒａ note 50, paras. 7. 64 ︲. 84.

（
₆₁
）  Ｓｅｅ ａˡｓｏ, ｉｄ., para. 7. 57; Panel Report, Ｋｏｒｅａ　︲　Ｍ

ｅａｓｕｒｅｓ　Ａ
ｆｆｅｃｔｉｎɡ　Ｔｒａｄｅ　ｉｎ　Ｃｏⅿ

ⅿ
ｅｒｃｉａˡ　Ｖｅｓｓｅˡｓ, para. 7. 370, W

TO
 D

oc. 
W

T/D
S273/R （adopted Apr. 11, 2005

）.

（
₆₂
）  R
u
bin
i, ｓｕｐｒａ note 9, at 113 ︲15.

（
₆₃
）  U

S - Countervailing D
uty Investigation on D

RAM
s Appellate Body Report, ｓｕｐｒａ note 8, para. 111.

（
₆₄
）  

梅
島
修
「
米
国
の
韓
国
製
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
に
対
す
る
相
殺
関
税
調
査
」
松
下
満
雄
他
編
著
『
ケ
ー
ス
ブ
ッ
ク
Ｗ
Ｔ
Ｏ
法
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
九

年
）
一
〇
三
頁
。Ｓｅｅ　ａˡｓｏ, Joseph F. François &

 D
avid Palm

eter, Ａ
ｐｐｅˡˡａｔｅ　ʙｏｄｙ　ʀｅｐｏｒｔ︐　Ｕ

ｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ　︲　Ｃｏｕｎｔｅｒｖａｉˡｉｎɡ　Ｄ
ｕｔｙ　 

ɪｎｖｅｓｔｉɡａｔｉｏｎ　ｏｎ　Ｄ
ｙｎａⅿ

ｉｃ　ʀａｎｄｏⅿ
　Ａ

ｃｃｅｓｓ　Ｍ
ｅⅿ

ｏｒｙ　Ｓｅⅿ
ｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒｓ　（Ｄ

ʀＡ
Ｍ

Ｓ
）　ｆｒｏⅿ

　Ｋｏｒｅａ︐　Ｗ
Ｔ╱Ｄ

Ｓ₂₉₆╱Ａ
ʙ╱ʀ︐　ａｄｏｐｔｅｄ　₂₀　Ｊｕˡｙ　
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₂₀₀₅, 7 W
o
rld T

rad
e R

ev. 219, 229 （2008

）.

（
₆₅
）  M

av
ro
id
is et al., ｓｕｐｒａ note 51, at 321.

（
₆₆
）  Appellate Body Report, Ｃａｎａｄａ　︲　Ｍ

ｅａｓｕｒｅｓ　Ａ
ｆｆｅｃｔｉｎɡ　ｔʰｅ　Ｅｘｐｏｒｔ　ｏｆ　Ｃｉｖｉˡｉａｎ　Ａ

ｉｒｃｒａｆｔ, para. 157, W
TO

 D
oc. W

T/D
S70/AB/R 

（adopted Aug. 20, 1999

）.
（
₆₇
）  Appellate Body Report, Ｕ

ｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ　︲　Ｃｏｕｎｔｅｒｖａｉˡｉｎɡ　Ｍ
ｅａｓｕｒｅｓ　ｏｎ　Ｃｅｒｔａｉｎ　ʜ

ｏｔ︲ʀｏˡˡｅｄ　Ｃａｒｂｏｎ　Ｓｔｅｅˡ　Ｆˡａｔ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ｆｒｏⅿ
　 

ɪｎｄｉａ, paras. 4. 184 ︲. 191, W
TO

 D
oc. W

T/D
S436/AB/R 

（adopted D
ec. 19, 2014

） ﹇hereinafter U
S - Carbon Steel 

（India

）  
Appellate Body Report

﹈.

（
₆₈
）  U

S - Softw
ood Lum

ber IV
 Appellate Body Report, ｓｕｐｒａ note 7, para. 109.

（
₆₉
）  Ｓｅｅ, W

eihuan Zhou, Ａ
ｐｐｅˡˡａｔｅ　ʙｏｄｙ　ʀｅｐｏｒｔ　ｏｎ　ＥＵ

　︲　ʙｉｏｄｉｅｓｅˡ：　Ｔʰｅ　Ｆｕｔｕｒｅ　ｏｆ　Ｃʰｉｎａ

’ｓ　Ｓｔａｔｅ　Ｃａｐｉｔａˡｉｓⅿ
　Ｕ

ｎｄｅｒ　ｔʰｅ　Ｗ
ＴＯ

　 
Ａ

ｎｔｉ︲Ｄ
ｕⅿ

ｐｉｎɡ　Ａ
ɡｒｅｅⅿ

ｅｎｔ, 17 W
o
rld T

rad
e R

ev. 609, 623 （2018

）. ʙｕｔ　ｓｅｅ, C
o
ppen

s, ｓｕｐｒａ note 9, at 71.

（
₇₀
）  

米
商
務
省
は
、
調
査
の
申
請
者
に
、
長
期
的
な
価
格
動
向
に
基
づ
き
輸
出
制
限
の
価
格
効
果
を
裏
付
け
る
よ
う
求
め
て
き
た
。Ｅ．　ɡ．, Final 

Affirm
ative Countervailing D

uty D
eterm

ination and Countervailing D
uty O

rder: Leather from
 Argentina, 55 Fed. Reg. 40212, 

40213 

（O
ct. 2, 1990

）.

川
島
富
士
雄
「
中
国
に
よ
る
補
助
金
供
与
の
特
徴
と
実
務
的
課
題
：
米
中
間
紛
争
を
素
材
に
」RIETI D

iscussion 
Paper Series 11 ︲J ︲067

（
二
〇
一
一
年
）
二
〇
頁
注
六
七
。

（
₇₁
）  Panel Report, Ｕ

ｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ　︲　Ｃｏｕｎｔｅｒｖａｉˡｉｎɡ　Ｄ
ｕｔｙ　Ｍ

ｅａｓｕｒｅｓ　ｏｎ　Ｃｅｒｔａｉｎ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ｆｒｏⅿ
　Ｃʰｉｎａ, paras. 7. 391 ︲. 406, W

TO
 

D
oc. W

T/D
S437/R （adopted Jan. 16, 2015

）.

（
₇₂
）  ɪｄ., para. 7. 375.

（
₇₃
）  

川
島
富
士
雄
「
相
殺
措
置
調
査
に
お
け
る
国
有
企
業
の
公
的
機
関
性
及
び
市
場
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
に
関
す
る
判
断
基
準
」『
国
際
商
事
法
務
』
第

四
三
巻
九
号
（
二
〇
一
五
年
）
一
三
六
五
頁
も
参
照
。
尚
、
パ
ネ
ル
は
、
中
国
の
主
張
が
限
定
的
だ
と
し
て
、
米
商
務
省
の
対
応
の
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定

第
一
．
一
条
（
ａ
）（
１
）
整
合
性
を
判
断
し
な
か
っ
た
。
こ
の
点
は
上
訴
も
さ
れ
な
か
っ
た
。ɪｄ., para. 7. 407.

（
₇₄
）  Appellate Body Report, Ｕ

ｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ　︲　Ｄ
ｅｆｉｎｉｔｉｖｅ　Ａ

ｎｔｉ︲Ｄ
ｕⅿ

ｐｉｎɡ　ａｎｄ　Ｃｏｕｎｔｅｒｖａｉˡｉｎɡ　Ｄ
ｕｔｉｅｓ　ｏｎ　Ｃｅｒｔａｉｎ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ｆｒｏⅿ

　Ｃʰｉｎａ, 
paras. 317 ︲318, W

TO
 D

oc. W
T/D

S379/AB/R 

（adopted M
ar. 25, 2011

） ﹇hereinafter U
S - Anti-D

um
ping and Countervailing 

D
uties （China

） Appellate Body Report

﹈.

（
₇₅
）  ɪｄ., paras. 348 ︲356.
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（
₇₆
）  U

S - Carbon Steel （India

） Appellate Body Report, ｓｕｐｒａ note 67, paras. 4. 31 ︲. 55.

（
₇₇
）  U

S - Anti-D
um

ping and Countervailing D
uties （China

） Appellate Body Report, ｓｕｐｒａ note 74, para. 318.
（
₇₈
）  

尚
、
筆
者
は
、
政
府
権
限
へ
の
着
目
に
よ
り
「
公
的
機
関
」
の
文
言
に
事
実
上
意
味
を
与
え
な
い
上
級
委
の
判
断
過
程
に
は
疑
問
を
抱
い
て
い

る
。Ｓｅｅ, Joost Pauw

elyn, Ｔｒｅａｔｙ　ɪｎｔｅｒｐｒｅｔａｔｉｏｎ　ｏｒ　Ａ
ｃｔｉｖｉｓⅿ

⁇　Ｃｏⅿ
ⅿ

ｅｎｔ　ｏｎ　ｔʰｅ　Ａ
ʙ　ʀｅｐｏｒｔ　ｏｎ　Ｕ

ｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ　︲　Ａ
Ｄ

ｓ　ａｎｄ　ＣＶＤ
ｓ　ｏｎ　

Ｃｅｒｔａｉｎ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ｆｒｏⅿ
　Ｃʰｉｎａ, 12 W

o
rld T

rad
e R

ev. 235, 235 ︲37 （2013

）. 

詳
論
は
別
稿
に
譲
る
。

（
₇₉
）  
近
時
の
中
国
の
首
脳
に
よ
る
言
及
に
つ
い
て
、
例
え
ば
「
レ
ア
ア
ー
ス
脱
・
中
国
進
む
か
：
輸
出
規
制
の
動
き
け
ん
制
に
」『
日
経
産
業
新

聞
』
朝
刊
二
〇
一
九
年
六
月
一
八
日
、
二
面
を
参
照
。

（
₈₀
）  

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
を
意
識
し
て
は
い
な
い
が
、
中
国
の
輸
出
制
限
が
、
普
段
は
自
律
し
て
い
る
国
有
企
業
の
原
材
料
供
給
を
国
家
が
支
配
し
、「
指

示
す
る
（direct
）」
手
段
の
一
部
と
な
る
、
と
捉
え
る
者
も
い
る
。Ｃｆ. W

u, ｓｕｐｒａ note 23, at 676 ︲77, 681, 686.

尚
、
国
有
企
業
へ
の
輸

出
制
限
が
状
況
次
第
で
委
託
・
指
示
に
あ
た
る
、
と
す
る
指
摘
と
し
て
、ｓｅｅ, Ilaria E

spa, E
xpo

rt R
estrictio

n
s o
n C

ritical M
in
erals 

an
d M

etals: T
estin

g th
e A

d
eq
u
acy o

f W
TO

 D
isciplin

es 249 （2015

）.

（
₈₁
）  

先
に
注
（
₃₂
）
で
挙
げ
た
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
六
条
を
頼
り
に
資
金
的
貢
献
の
範
囲
を
広
げ
る
解
釈
も
、
パ
ネ
ル
段
階
で
は
否
定
さ
れ
て
い
る
。

Panel Report, Ｃʰｉｎａ　︲　Ｃｏｕｎｔｅｒｖａｉˡｉｎɡ　ａｎｄ　Ａ
ｎｔｉ︲Ｄ

ｕⅿ
ｐｉｎɡ　Ｄ

ｕｔｉｅｓ　ｏｎ　ɢ
ｒａｉｎ　Ｏ

ｒｉｅｎｔｅｄ　Ｆˡａｔ︲ʀｏˡˡｅｄ　Ｅˡｅｃｔｒｉｃａˡ　Ｓｔｅｅˡ　ｆｒｏⅿ
　ｔʰｅ　Ｕ

ｎｉｔｅｄ　
Ｓｔａｔｅｓ, paras. 7. 83 ︲. 88, W

TO
 D

oc. W
T/D

S414/R （adopted N
ov. 16, 2012

）.

（
₈₂
）  

Ａ
Ｄ
協
定
上
は
「
ダ
ン
ピ
ン
グ
の
価
格
差
」
だ
が
、
通
例
に
倣
い
、
本
文
中
の
表
記
に
統
一
す
る
。

（
₈₃
）  

Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
二
条
。
同
条
は
、
輸
出
国
で
同
種
の
産
品
に
係
る
通
常
の
商
取
引
が
存
在
し
な
い
場
合
、
又
は
、
輸
出
国
の
国
内
販
売
量
が

少
な
い
場
合
に
も
、
後
述
の
構
成
価
額
算
定
を
認
め
る
。

（
₈₄
）  Ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, W

eihuan Zhou, Ｔʰｅ　ɪｓｓｕｅ　ｏｆ　

‘Ｐａｒｔｉｃｕˡａｒ　Ｍ
ａｒｋｅｔ　Ｓｉｔｕａｔｉｏｎ　Ｕ

ｎｄｅｒ　Ｗ
ＴＯ

　Ａ
ｎｔｉ︲Ｄ

ｕⅿ
ｐｉｎɡ　ʟａʷ

, ｉｎ N
o
n-M

a
rket  

E
co
n
o
m
ies in th

e G
lo
bal T

rad
in
g S

ystem: T
h
e S
pecial C

ase o
f C

h
in
a 185, 193 ︲200 

（Jam
es J. N

edum
para &

 W
eihuan Zhou 

eds., 2018

）.

（
₈₅
）  

そ
の
他
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
六
条
注
釈
に
い
う
計
画
経
済
の
国
や
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
議
定
書
等
で
「
非
市
場
経
済
」
と
さ
れ
た
国
に
用
い
ら
れ
る
「
非
市

場
経
済
方
式
」
も
、
Ａ
Ｄ
税
を
輸
出
国
の
市
場
歪
曲
に
対
処
す
る
手
段
に
せ
し
め
る
。
同
方
式
に
関
し
て
は
、
例
え
ば
、
梅
島
修
「
中
国
産
品
輸

入
に
対
す
る
Ａ
Ｄ
税
賦
課
：
中
国
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
議
定
書
一
五
条
ａ
項
ⅱ
号
の
失
効
の
意
味
と
対
応
策
」RIETI D

iscussion Paper Series 17 ︲
J ︲041

（
二
〇
一
七
年
）
三
―
一
五
頁
を
参
照
。
だ
が
、
同
方
式
に
基
づ
く
Ａ
Ｄ
税
と
相
殺
関
税
に
よ
る
二
重
救
済
は
認
め
ら
れ
な
い
。U

S - 
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Anti-D
um

ping and Countervailing D
uties （China

） Appellate Body Report, ｓｕｐｒａ note 74, para. 583.

（
₈₆
）  Panel Report, Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｕ

ｎｉｏｎ　︲　Ａ
ｎｔｉ︲Ｄ

ｕⅿ
ｐｉｎɡ　Ｍ

ｅａｓｕｒｅｓ　ｏｎ　ʙｉｏｄｉｅｓｅˡ　ｆｒｏⅿ
　Ａ

ｒɡｅｎｔｉｎａ, paras. 7. 179 ︲. 184, W
TO

 D
oc. W

T/
D

S473/R （adopted O
ct. 26, 2016

） ﹇hereinafter EU
 - Biodiesel Panel Report

﹈.
（
₈₇
）  
Ｐ
Ｍ
Ｓ
認
定
の
Ａ
Ｄ
協
定
整
合
性
は
争
わ
れ
な
か
っ
た
。
尚
、
上
級
委
は
、
協
定
上
Ｐ
Ｍ
Ｓ
の
定
義
は
な
い
、
と
指
摘
す
る
。EU

 - Biodiesel 
Appellate Body Report, ｓｕｐｒａ note 16, at 22 n. 87.

（
₈₈
）  
公
定
訳
は
「
妥
当
に
」
だ
が
、「
合
理
的
に
」
の
訳
を
念
頭
に
議
論
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
た
め
、
本
稿
で
も
後
者
の
訳
を
あ
て
る
。
議
論
状
況

に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
梅
島
・
前
掲
注
（
₈₅
）、
四
七
頁
、
近
藤
直
生
「
調
査
対
象
産
品
の
原
材
料
価
格
の
輸
出
税
に
よ
る
歪
曲
を
理
由
と
す

る
国
際
価
格
に
よ
る
正
常
価
額
の
認
定
の
可
否
」『
国
際
商
事
法
務
』
第
四
五
巻
五
号
（
二
〇
一
七
年
）
六
九
四
頁
を
参
照
。

（
₈₉
）  Ｅ．　ɡ．, Zhou, ｓｕｐｒａ note 84, at 191.

（
₉₀
）  EU

 - Biodiesel Panel Report, ｓｕｐｒａ note 86, paras. 7. 220 ︲. 250.

（
₉₁
）  EU

 - Biodiesel Appellate Body Report, ｓｕｐｒａ note 16, paras. 6. 11 ︲. 57.

そ
の
他
、
問
題
の
費
用
が
検
討
対
象
産
品
以
外
の
産
品
の

生
産
に
も
関
係
し
て
い
る
場
合
、
検
討
対
象
産
品
に
含
ま
れ
る
費
用
が
同
一
企
業
グ
ル
ー
プ
内
の
複
数
企
業
の
記
録
に
分
散
し
て
い
る
場
合
も
例

示
さ
れ
て
い
る
。

（
₉₂
）  EU

 - Biodiesel Panel Report, ｓｕｐｒａ note 86, paras. 7. 255 ︲. 260.

（
₉₃
）  EU

 - Biodiesel Appellate Body Report, ｓｕｐｒａ note 16, paras. 6. 64 ︲. 83.

（
₉₄
）  EU

 - Biodiesel Panel Report, ｓｕｐｒａ note 86, paras. 7. 292 ︲. 306.

（
₉₅
）  EU

 - Biodiesel Appellate Body Report, ｓｕｐｒａ note 16, paras. 6. 84 ︲. 89.

（
₉₆
）  

こ
の
判
断
の
踏
襲
例
と
し
て
、ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, Panel Report, Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｕ

ｎｉｏｎ　︲　Ａ
ｎｔｉ︲Ｄ

ｕⅿ
ｐｉｎɡ　Ｍ

ｅａｓｕｒｅｓ　ｏｎ　ʙｉｏｄｉｅｓｅˡ　ｆｒｏⅿ
　ɪｎｄｏｎｅｓｉａ, 

paras. 7. 21 ︲. 34, W
TO

 D
oc. W

T/D
S480/R （adopted Feb. 28, 2018

）.

（
₉₇
）  Ｅ．　ɡ．, Zhou, ｓｕｐｒａ note 84, at 191 ︲93; Zhou, ｓｕｐｒａ note 69, at 632; M

eredith A. Crow
ley &

 Jennifer A. H
illm

an, Ｓˡａⅿ
ⅿ

ｉｎɡ　
ｔʰｅ　Ｄ

ｏｏｒ　ｏｎ　Ｔｒａｄｅ　Ｐｏˡｉｃｙ　Ｄ
ｉｓｃｒｅｔｉｏｎ⁇　Ｔʰｅ　Ｗ

ＴＯ
　Ａ

ｐｐｅˡˡａｔｅ　ʙｏｄｙ
’ｓ　ʀｕˡｉｎɡ　ｏｎ　Ｍ

ａｒｋｅｔ　Ｄ
ｉｓｔｏｒｔｉｏｎｓ　ａｎｄ　Ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　Ｃｏｓｔｓ　ｉｎ　ＥＵ

　︲　
ʙｉｏｄｉｅｓｅˡ　

（Ａ
ｒɡｅｎｔｉｎａ

）, 17 W
o
rld T

ra
d
e R

ev. 195, 206 

（2018
）; Sherzod Shadikhodjaev, ɪｎｐｕｔ　Ｃｏｓｔ　Ａ

ｄʲｕｓｔⅿ
ｅｎｔｓ　ａｎｄ　Ｗ

ＴＯ
　 

Ａ
ｎｔｉ︲Ｄ

ｕⅿ
ｐｉｎɡ　ʟａʷ：　Ａ

　Ｃˡｏｓｅｒ　ʟｏｏｋ　ａｔ　ｔʰｅ　ＥＵ
　Ｐｒａｃｔｉｃｅ, 18 W

o
rld T

rad
e R

ev. 81, 95 ︲98, 106 （2019

）.

（
₉₈
）  Crow

ley &
 H

illm
an, ｓｕｐｒａ note 97, at 212 ︲13; Shadikhodjaev, ｓｕｐｒａ note 97, at 95 ︲98, 104; Raj Bhala et al., Ｗ

ｏｒˡｄ　Ｔｒａｄｅ　
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Ｏ
ｒɡａｎｉｚａｔｉｏｎ　Ｃａｓｅ　ʀｅｖｉｅʷ　₂₀₁₆, 34 A

riz. J. In
tʼl &

 C
o
m
p. L. 281, 417 ︲18 （2017

）.

（
₉₉
）  Ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, Com

m
ittee on Anti-D

um
ping Practices, Ｄ

ｒａｆｔ　ʀｅｃｏⅿ
ⅿ

ｅｎｄａｔｉｏｎ　Ｃｏｎｃｅｒｎｉｎɡ　Ｔｒｅａｔⅿ
ｅｎｔ　ｏｆ　ｔʰｅ　Ｐｒａｃｔｉｃｅ　Ｋｎｏʷｎ　ａｓ　

ɪｎｐｕｔ　Ｄ
ｕⅿ

ｐｉｎɡ　︲　ʀｅｖｉｓｉｏｎ, paras. 2 ︲6, G
ATT D

oc. A
D

P/W
/83/Rev.2 

（D
ec. 19, 1984

）; Jochem
 de Kok, Ｔʰｅ　Ｆｕｔｕｒｅ　ｏｆ　ＥＵ

　
Ｔｒａｄｅ　Ｄ

ｅｆｅｎｃｅ　ɪｎｖｅｓｔｉɡａｔｉｏｎｓ　Ａ
ɡａｉｎｓｔ　ɪⅿ

ｐｏｒｔｓ　ｆｒｏⅿ
　Ｃʰｉｎａ, 19 J. In

tʼl E
co
n. L. 515, 536 （2016

）; Shadikhodjaev, ｓｕｐｒａ note 97, 
at 96.

（
₁₀₀
）  Panel Report, Ｕ

ｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ　︲　Ａ
ｎｔｉ︲Ｄ

ｕⅿ
ｐｉｎɡ　Ｍ

ｅａｓｕｒｅｓ　ｏｎ　Ｃｅｒｔａｉｎ　Ｏ
ｉˡ　Ｃｏｕｎｔｒｙ　Ｔｕｂｕˡａｒ　ɢ

ｏｏｄｓ　ｆｒｏⅿ
　Ｋｏｒｅａ, paras. 7. 186 ︲ 

. 187, W
TO

 D
oc. W

T/D
S488/R （adopted Jan. 12, 2018

）.

（
₁₀₁
）  ɪｄ., paras. 7. 191 ︲. 200.

（
₁₀₂
）  ɪｄ., paras. 7. 160 ︲. 166, 7. 172 ︲. 174. 

併
せ
て
、
渡
邊
伸
太
郎
「
輸
出
入
者
等
間
の
連
合
、
費
用
を
妥
当
に
反
映
し
な
い
証
拠
の
排
除
及

び
パ
ネ
ル
設
置
後
の
措
置
の
審
理
の
可
否
」『
国
際
商
事
法
務
』
第
四
六
巻
一
〇
号
（
二
〇
一
八
年
）
一
四
一
五
頁
も
参
照
。
も
っ
と
も
、
後
者

の
関
連
性
は
、
も
っ
ぱ
ら
輸
出
価
格
の
採
否
を
分
け
る
Ａ
Ｄ
協
定
第
二
．
三
条
の
「
連
合
」
の
有
無
の
文
脈
で
認
定
さ
れ
た
。

（
₁₀₃
）  Appellate Body Report, Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｃｏⅿ

ⅿ
ｕｎｉｔｉｅｓ　︲　Ｄ

ｅｆｉｎｉｔｉｖｅ　Ａ
ｎｔｉ︲Ｄ

ｕⅿ
ｐｉｎɡ　Ｍ

ｅａｓｕｒｅｓ　ｏｎ　Ｃｅｒｔａｉｎ　ɪｒｏｎ　ｏｒ　Ｓｔｅｅˡ　Ｆａｓｔｅｎｅｒｓ　ｆｒｏⅿ
　

Ｃʰｉｎａ, para. 376, W
TO

 D
oc. W

T/D
S397/AB/R （adopted July 28, 2011

）.

（
₁₀₄
）  

梅
島
・
前
掲
注
（
₈₅
）、
五
〇
頁
。

（
₁₀₅
）  Zhou, ｓｕｐｒａ note 69, at 621.

（
₁₀₆
）  

非
市
場
経
済
方
式
に
基
づ
く
Ａ
Ｄ
税
に
は
本
稿
で
論
じ
た
制
約
は
及
ば
な
い
が
、
既
述
の
通
り
、
同
方
式
の
対
象
国
は
限
定
さ
れ
る
。
ま
た
、

そ
の
適
用
に
時
的
制
約
が
及
ぶ
か
ど
う
か
、
も
議
論
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
梅
島
・
前
掲
注
（
₈₅
）、
一
六
―
三
四
頁
を
参
照
。

（
₁₀₇
）  Ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, Zhou, ｓｕｐｒａ note 69, at 632; M

ukesh Bhatnagar et al., Ｅｘｔｅｒｎａˡ　ʙｅｎｃʰⅿ
ａｒｋ　Ｃʰｏｉｃｅｓ　ｉｎ　Ａ

ｎｔｉ︲Ｄ
ｕⅿ

ｐｉｎɡ　ａｎｄ　Ｃｏｕｎ︲
ｔｅｒｖａｉˡｉｎɡ　Ｄ

ｕｔｙ　Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎɡｓ：　Ａ
　ʙａｔｔˡｅ　ｏｆ　

‘Ｐｒｏｘｉｅｓ

’⁇, ｉｎ N
o
n-M

a
rket E

co
n
o
m
ies in th

e G
lo
ba
l T

ra
d
in
g S

ystem: T
h
e S

pecia
l 

C
ase o

f C
h
in
a, ｓｕｐｒａ note 84, at 184; Anrdrei Suse, Ｏ

ˡｄ　Ｗ
ｉｎｅ　ｉｎ　ａ　ɴ

ｅʷ　ʙｏｔｔˡｅ：　Ｔʰｅ　ＥＵ

’ｓ　ʀｅｓｐｏｎｓｅ　ｔｏ　ｔʰｅ　Ｅｘｐｉｒｙ　ｏｆ　Ｓｅｃｔｉｏｎ　₁₅　

（ａ

）　（ｉｉ

）　ｏｆ　Ｃʰｉｎａ

’ｓ　Ｗ
ＴＯ

　Ｐｒｏｔｏｃｏˡ　ｏｆ　Ａ
ｃｃｅｓｓｉｏｎ, 20 J. In

tʼl E
co
n. L. 951, 976 ︲77 （2017

）.

（
₁₀₈
）  

同
事
件
で
問
題
と
な
っ
た
Ａ
Ｄ
調
査
と
共
に
進
め
ら
れ
た
相
殺
関
税
調
査
は
、
結
局
完
遂
さ
れ
な
か
っ
た
。EU

 - Biodiesel Panel Report, 
ｓｕｐｒａ note 86, at 67 n. 252. 

こ
の
理
由
を
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
資
金
的
貢
献
要
件
に
照
ら
し
検
討
す
る
論
者
も
い
る
。Ｓｅｅ, Crow

ley &
 H

illm
an, 

ｓｕｐｒａ note 97, at 209. 

近
藤
・
前
掲
注
（
₈₈
）、
七
〇
一
頁
。
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（
₁₀₉
）  Ｅ．　ɡ．, W

TO, W
o
rld T

rad
e R

epo
rt 2009: T

rad
e P
o
licy C

o
m
m
itm
en
ts an

d C
o
n
tin
g
en
cy M

easu
res 142 ︲47 （2009

）; Pauw
elyn, 

ｓｕｐｒａ note 10, at 569.
（
₁₁₀
）  Ｓｅｅ, Jane Korinek &

 Jessica Bartos, Ｍ
ｕˡｔｉˡａｔｅｒａˡｉｓｉｎɡ　ʀｅɡｉｏｎａˡｉｓⅿ

：　Ｄ
ｉｓｃｉｐˡｉｎｅｓ　ｏｎ　Ｅｘｐｏｒｔ　ʀｅｓｔｒｉｃｔｉｏｎｓ　ｉｎ　ʀｅɡｉｏｎａˡ　Ｔｒａｄｅ　

Ａ
ɡｒｅｅⅿ

ｅｎｔｓ 24 ︲30 （O
ECD

 Trade Policy Papers N
o. 139, 2012

）. 
（
₁₁₁
）  
厳
密
に
は
、
Ｃ
Ｐ
Ｔ
Ｐ
Ｐ
第
一
条
に
基
づ
き
こ
れ
に
取
り
込
ま
れ
る
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
（
以
下
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
）
の
第
一
七

章
が
、
国
有
企
業
章
に
あ
た
る
。

（
₁₁₂
）  

Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
第
一
七
．
四
条
一
（
ａ
）。

（
₁₁₃
）  

「
商
業
的
考
慮
」
の
概
念
は
、
国
有
企
業
に
無
差
別
的
か
つ
商
業
的
考
慮
に
従
っ
た
行
動
を
求
め
る
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
七
条
の
そ
れ
に
起
源
を
有

す
る
た
め
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
下
で
の
利
益
の
判
断
基
準
を
そ
の
ま
ま
当
て
は
め
ら
れ
る
か
ど
う
か
定
か
で
な
い
。
同
概
念
の
展
開
は
、
関
根
豪
政

「
貿
易
協
定
を
通
じ
た
国
有
企
業
規
制
：『
商
業
的
考
慮
』
の
概
念
の
展
開
」RIETI D

iscussion Paper Series 17 ︲J ︲069

（
二
〇
一
七
年
）
に

詳
し
い
。
尚
、
国
有
企
業
間
の
原
材
料
取
引
は
、「
非
商
業
的
な
援
助
」
を
構
成
し
う
る
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
第
一
七
．
六
条
二
（
ａ
））。
こ
の
場
合

の
非
商
業
性
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
上
の
利
益
と
基
本
的
に
は
同
様
に
判
断
さ
れ
う
る
。Ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, Raj Bhala, Ｅｘｐｏｓｉｎɡ　ｔʰｅ　Ｆｏｒɡｏｔｔｅｎ　ＴＰＰ　

Ｃʰａｐｔｅｒ：　Ｃʰａｐｔｅｒ　₁₇　ａｓ　ａ　Ｍ
ｏｄｅˡ　ｆｏｒ　Ｆｕｔｕｒｅ　ɪｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａˡ　Ｔｒａｄｅ　Ｄ

ｉｓｃｉｐˡｉｎｅｓ　ｏｎ　ＳＯ
Ｅｓ, 14 M

an
ch
ester J. In

tʼl E
co
n. L. 2, 34 ︲36 

（2017

）.

（
₁₁₄
）  Ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, O

ECD, S
tate-O

w
n
ed E

n
terprises as G

lo
bal C

o
m
petito

rs: A C
h
allen

g
e o
r an O

ppo
rtu

n
ity? 27 ︲30 （2016

）.

（
₁₁₅
）  Sykes, ｓｕｐｒａ note 22, at 509 ︲10.

（
₁₁₆
）  

国
有
企
業
へ
の
規
制
上
の
優
遇
は
競
争
歪
曲
的
だ
と
し
て
問
題
視
さ
れ
る
。Ｓｅｅ, ｅ．　ɡ．, O

ECD, ｓｕｐｒａ note 114, at 30.

〔
付
記
〕　

本
稿
は
、
二
〇
一
八
年
度
慶
應
義
塾
博
士
課
程
学
生
研
究
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
補
助
を
受
け
た
成
果
の
一
部
で
あ
る
。
ま
た
筆
者
は
、（
公

財
）
旭
硝
子
財
団
の
奨
学
金
を
受
給
し
て
い
る
。
記
し
て
謝
意
を
表
す
る
。
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坂
入　

遼
（
さ
か
い
り　

り
ょ
う
）

所
属
・
現
職　

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
後
期
博
士
課
程

　
　
　
　
　
　

東
京
富
士
大
学
非
常
勤
講
師

最
終
学
歴　
　

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
前
期
博
士
課
程

所
属
学
会　
　

日
本
国
際
経
済
法
学
会

専
攻
領
域　
　

国
際
経
済
法

主
要
著
作　
　

 「
国
際
競
争
の
歪
曲
と
世
界
貿
易
機
関
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）
に
お
け
る
国
内
補
助
金
規

律

―
『
競
争
優
位
』
に
ま
つ
わ
る
規
律
上
の
論
点
の
再
考

―
」『
法
学
政
治
学

論
究
』
第
一
一
九
号
（
二
〇
一
八
年
）


